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1 序論

1.1 研究背景

1966年の Caoによる通信用光ファイバの発明以降，情報通信に関連する技術の発展は目覚まし
く，高度に発展を続ける情報化社会の成長を支えてきた．光ファイバ通信に関する研究の黎明期に

は，ファイバ内の不純物に起因する損失が実用化を阻んでいたが，1970 年に低損失な光ファイバ
の製造が可能となった [1]こと，そして，同時期に波長 0.85 µmの半導体レーザの室温連続発振に
成功した [2]ことを契機に，安定的に大容量の通信を行うことができる技術として関心を高めてき
た．その後，光ファイバの改良が進むにつれて，最小損失を与える波長帯は 1.3 µm [3]，1.55 µm [4]
と変化し，1980 年代から 90 年代にかけて開発されたエルビウム添加光ファイバ増幅器（erbium
doped fiber amplifier：EDFA）[5,6]や波長分割多重（wavelength-division multiplexing：WDM）方
式 [7, 8]などの技術革新もあり伝送距離や伝送容量は飛躍的に向上した．90年代に差し掛かってか
らも，直交周波数分割多重（orthogonal frequency division multiplexing：OFDM）や Nyquist 多重
化などによるスペクトル効率の向上 [9–12] や，ディジタルコヒーレント光伝送による信号の多値
化 [13, 14]などによる周波数利用効率の向上により，継続的に伝送容量の向上を実現してきた．
伝送容量の飛躍的な向上の一方で，ここ数十年に亘る我々を取り巻く情報化社会の発展もまた劇

的である．私見になるが，著者が小学校に在学していた 2000年前後では，パーソナルコンピュー
タを持たない家庭も多かった．高等学校に進学した 2006年には携帯電話は広く普及し始めていた
が，その用途は電子メールや簡単なウェブブラウザの閲覧がほとんどであった．そこから更に 10
年が経ち，大学院博士後期課程に進むころには，日本国民の 75%近くがスマートフォンを保有 [15]
しており，その用途も動画像の閲覧や 3Dゲームなど，大規模な通信を必要とするものが多い．こ
の劇的な変化は日本国内だけでなく，世界的にも生じており，全世界における通信トラフィックの

総量はここ数年でも年率約 25%で指数関数的な増大を続けている [16]．今後の通信トラフィック
の推移については，Cisco Systems社によって以下のように述べられている [16]．まず，接続台数
の観点からは，途上国における通信機器の普及やコネクテッドカーに代表される IoT（internet of
things）社会の発展などにより，インターネット接続機器の数が大幅に増加することが見込まれてい
る．次に，コンテンツ別にみると，2017年現在において通信トラフィックの約 75%を占めている
インターネットビデオなどの動画コンテンツについては，4Kや 8Kといった超高画質映像コンテン
ツの増加に伴いさらに多くのトラフィックが発生すると見込まれている．これらの要因により，こ

こ数年と同等の成長率で今後も通信トラフィックは増大し続けていくとことが予測されている．ま

た，情報化社会の発展は，クラウドサービスの普及によって規模が増大しているデータセンタにお
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いてもトラフィックの増大をもたらしている [17]．
このような社会の変化に対し，光ファイバ通信システムの更なる伝送容量拡大は必要不可欠で

ある．しかしながら，伝送容量を拡大するために多重数を増加していくとファイバのコアに集中

する光パワーの密度が高くなり，非線形光学効果が顕在化してくる．ファイバ中で生じる非線形

光学効果はパルスの歪みや他の波長チャネルへのクロストークを誘発し，最終的な伝送容量に制

限を与えることとなる．この制限によって生じる伝送容量の限界は非線形シャノン限界とよばれ，

現行システムで利用されているシングルモードファイバ（single-mode fiber：SMF）では，約 100
Tbit/sが理論的な容量限界とされている [18,19]．一方で，データセンタでは，保守性やコストの観
点からファイバ敷設本数の増大が問題となっており，ファイバ 1 本あたりの伝送容量を経済的に
増大可能な技術が求められている．すなわち，今後の情報化社会の発展を支えていくには，光ファ

イバ通信システムにおける伝送容量を拡大するする新技術の開拓が必要不可欠であり，これを実

現するために盛んに研究開発が行われている．日本国内でも，2008 年に独立行政法人情報通信研
究機構が主導となり「光通信インフラの飛躍的な高度化に関する研究会」，通称 EXAT（extremely
advanced transmission）研究会が発足し，「3つのマルチ（3M）技術」という達成目標を掲げた．3M
は，マルチレベル変調，マルチコアファイバ，マルチモード制御を指し，それぞれの技術革新に

より 10 Pbit/s を超える伝送容量の実現を目指すというものである．中でも，マルチコアファイバ
（multi-core fiber：MCF）やマルチモードファイバ（multi-mode fiber：MMF）による新たな多重化
技術は空間分割多重（space-division multiplexing：SDM）[20–24]と呼ばれ，EXAT研究会発足から
10年以上たった現在では伝送容量拡大のための方法論としては主流となっている．SDMの中でも
空間モードによる多重化を特にモード分割多重（mode-division multiplexing：MDM）[21]と呼び，
伝送にはMMFの中でも導波モードの数を 10個程度に抑えた数モードファイバ（few-mode fiber：
FMF）[25–27]が主に利用される．SDMによる伝送容量の拡大については，2012年に情報通信研
究機構により SMFの限界とされていた 100 Tbit/sを超える 109 Tbit/sの伝送容量が 7コアファイ
バを用いることで実現 [28]されて以来，この「100 Tbit/sの壁」を大きく超えるような実験結果が
数多く報告されている [29–33]．近年では，コアによる多重とモードによる多重の技術を融合する
ことで，複数の導波モードを有する伝送コアを複数有した数モードマルチコアファイバによる伝送

が数多く報告されている [34–41]．本論文執筆時である 2020年 2月現在では，2017年に KDDI総
合研究所によって報告された 6モード 19コアファイバを用いた 10.16 Pbit/s [40, 41]，そして 2020
年 3月に情報通信研究機構によって報告される予定である 38コア 3モードファイバを用いた 10.66
Pbit/s [42]と，10 Pbit/sを超える伝送容量が実現されている．これらの伝送実験はいずれも，EXAT
研究会が目標として掲げた 3Mの融合によって 10 Pbit/sを達成したものである．今後の更なる伝送
容量の拡大に向けては，3Mの各要素について発展が望まれるが，空間多重数については 36モード
多重伝送 [43]や 100コアファイバ [44]など，各要素で高密度な多重化を実現する技術が検討され
ている．多値数の観点からは，直交振幅変調（quadrature amplitude modulation：QAM）信号の確
率分布を整形する確率的整形により非線形光学効果を緩和することで，4096値もの多値変調信号の
伝送が報告されている [45, 46]．

MDM伝送において，送受信端で従来のシステムと接続することを想定すると，従来のシステム
を構築する SMF中の基本モードと，多重伝送に用いられる FMF中の各導波モードとを相互に変換
する空間モード変換技術が必要となる．空間モードを変換する代表的な技術としては，ファイバ間

に自由空間領域を設けて光波面を変調する方式 [47–52]と，平面光波回路などの導波路中で生じる
波動の結合を利用した方式 [53–57]が挙げられる．平面光波回路では極めて高い効率で空間モード
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の変換が実現できるが，構造上の問題により取り扱うことができる空間モード数について拡張が困

難である．一方で，自由空間型の素子では極めて自由度の高い変調を与えることが可能であり，理

想的にはあらゆる空間モードを制御対象とすることが可能である．したがって，高密度なMDM伝
送の実現には，自由空間型の空間モード制御技術の採用が望ましい．ただし，文献 [41] において
モード多重数が 6に留まっていることからもわかるように，それぞれが空間的な重なりを有する空
間モードを安定的に制御することは難しく，高密度MDM伝送を実現するためには信号処理技術や
ファイバ製造技術の進歩もまた必要不可欠である．

1.2 研究目的

光波の空間的な振幅及び位相を制御する技術は，これまでに生体計測システムにおける光学収

差 [58] や天体望遠鏡における大気揺らぎの補償 [59]，光メモリにおける信号生成や検出 [60, 61]，
三次元物体の形状計測 [62]，ホログラフィックディスプレイ [63] など様々な分野に応用されてき
た．この光波面制御技術を SDM伝送の実現に向けた最も重要な要素技術の一つである空間モード
変換へと応用する取り組みは以前より盛んに行われており，自由空間で制御することによる構成

の自由度および拡張性の高さから多くの空間チャネル数を取り扱う高密度 SDMへの適用が期待さ
れている．空間モード変換技術に求められる性能としては，消費電力の観点からは効率が，チャネ

ル間の干渉を抑制するためには変換精度がそれぞれ重要である．しかしながら，これまでに提案

されている自由空間型の空間モード変換技術では，効率と精度の両立は実現されていない．特に

効率については，多くの手法で平面光波回路など導波路型の空間モード変換技術と比較して大幅

に劣っており，実用化に向けては性能向上が必要不可欠である．そこで本研究では，自由空間にお

ける光波面制御技術を利用した空間モード変換技術の性能向上を目的とする．まず，ディジタル

光位相共役を高精度に実現するために提案されたデュアルフェーズモジュレーション（dual-phase
modulation：DPM）[64]を空間モード変換へと応用する．次に，光波面の重ね合わせによって生じ
る空間的な波形変化を利用して，変調の出力に含まれる変換目標成分の増加を可能とする波面重ね

合わせ法を提案する．最後に，高効率に光波面変調が可能な空間クロスモジュレーション（spatial
cross modulation：SCM）[65]に着目し，計算アルゴリズムの改良により変調精度の向上を行う．

1.3 本論文の構成

本論文は，これまで空間モード変換に適用されていなかった新しい光波面変調技術を導入し，さ

らにその変換性能の向上を行ったものである．各章の要旨を以下に示す．

• 第 2章　まず，SDM伝送が必要となる背景として，従来システムにおける伝送容量飽和の
可能性について述べ，SDM 伝送の実現に向けて検討されている複数の実装形態についてそ
れぞれの特徴を述べる．次に，伝送に必要となる要素技術について，その概要と要求される

機能を述べる．最後に，本論文で主に取り扱う空間モード変換技術について，これまでに提

案されている技術の概要と特徴を述べる．

• 第 3章　最初に，Maxwell方程式から導かれる光波の電界振幅を複素数で表現する複素振幅
表現について述べる．次に，光波面を計測する技術，変調する技術のそれぞれについて，こ

れまでに提案されている代表的な手法を取り上げて動作原理と特徴を述べる．加えて，光波

面を変調する技術については，次章以降で取り扱う DPMと SCMについても述べる．
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• 第 4 章　高精度な光波面変調が可能な DPM を利用した空間モード変換技術を提案する．
DPM を空間モード変換へと応用するにあたり，最初に，所望の光波面を生成するのに必要
とされる変調器の位相変調量を算出する数式の改良を行う．次に，入力ビーム径や変調解像

度に対する変換性能の依存性を数値解析により評価し，DPM に要求される光学系の構成条
件を明らかにする．更に，変調器から生じる不要 0次光の影響を，DPMを構成する干渉計
の調整によって低減する試みについて述べる．2光路間の光路長差の調整により出力に現れ
る不要 0次光の強度が変動することを確認し，空間モード変換に与える影響を評価する．最
後に，空間モード変換の実験を行う．実験では，変調後の波面を計測し，FMFの各導波モー
ドに対する結合効率を算出することにより，擬似的にクロストークおよび挿入損失を評価す

る．さらに，実験結果を 3種の従来法と比較することで，提案手法の優位性を実証する．

• 第 5 章　空間モード間の波面の重ね合わせにより生じる空間的な波形変化を利用すること
で，従来の波面変調による空間モード変換よりも高効率な変換を精度の低下無く実現する波

面重ね合わせ法を提案する．本手法では，変調の出力波面を，変換目標とする空間モードと，

結合先である FMFにおける放射モードによって構成される波面重ね合わせ状態として与え
ることで，通常よりも効率的に出力波面に変換目標成分を含ませることができる．本章では，

まず，波面重ね合わせ状態が通常よりも多くの目標成分を出力に与える理由を説明し，空間

モード変換において波面変調の出力分布となる波面重ね合わせ状態の導出法を示す．次に，

数値解析により変換目標ごとに最適な入力ビーム径を導出し，モード多重数依存性を評価す

ることで，本手法が高密度MDM伝送においても有効であることを示す．最後に，空間モー
ド変換の実験を行う．実験では，変調後の波面からクロストークと挿入損失を評価し，変換

目標の波面を出力する従来の場合と比べて同程度の精度で高効率な空間モード変換が可能で

あることを実証する．

• 第 6章　高効率を特徴とする光波面変調技術である SCMの空間モード変換への応用を検討
する．まず，反復計算により変調精度を向上した反復空間クロスモジュレーション（iterative
SCM：ISCM）に着目し，空間モード変換へと適用するための新たな反復計算アルゴリズム
を提案する．次に，数値解析により，提案するアルゴリズムが任意の入力強度分布に対して

動作することを示す．最後に，空間モード変換の実験を行う．実験では，変調後の波面から

クロストークおよび挿入損失を評価し，実験結果を反復計算を行わない通常の SCM，従来の
アルゴリズムによる ISCMと比較することにより，提案するアルゴリズムを導入することに
より空間モード変換の精度向上が可能であることを実証する．

• 第 7章　本論文で提案した技術について，得られた成果を総括し，今後の展望と残された課
題を述べる．
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2 空間分割多重伝送と空間モード変換

2.1 はじめに

1970 年台に低損失なシングルモードファイバ（single-mode fiber：SMF）を安定的に製造でき
るようになったことにより，国内外で大規模なデータのやり取りをする情報化社会の幕が開けた．

SMFを伝送媒体とした光通信技術はエルビウム添加ファイバ増幅器（erbium-doped fiber amplifier：
EDFA）や，波長分割多重（wavelength division multiplexing：WDM）に代表される多重化技術，
ディジタルコヒーレント信号処理の導入などの技術革新により，伝送距離や容量を飛躍的に拡大

し，1989年に初めて敷設された太平洋横断光ファイバケーブルではファイバ 1本あたり 280 Mbit/s
（TPC-3）であったのに対して 2016年には 10 Tbit/s（FASTER）と，30年程度の歴史で実に 6桁以
上もの伝送容量拡大を実現してきた [1]．しかしながら，光ファイバの伝送容量には理論的に限界が
存在することが知られており，現行の信号多重化方式ではこれまでと同等のペースでの伝送容量拡

大は見込めないとされている．

Shannon–Hartleyの定理 [2]より導かれる伝送容量の最大理論値 C は以下の式で表される．

C = B log2(1 + S/N) (2.1)

ここで，B は帯域，S/N は信号対雑音比であり，帯域当たりの伝送容量 C/B は周波数利用効率と

して知られている．この式からは信号パワーを増大することで無制限に伝送容量の拡大が可能なよ

うに思えるが，光ファイバ通信では小さなコアに光パワーが集中することから，ファイバ伝搬中に

生じる非線形光学効果の影響により周波数利用効率が制限される．そのため，1 本の SMF におけ
る伝送容量の限界は，Cバンドと Lバンドの計 10 THzを全て利用した場合では 100 Tbit/s程度と
されている．2019年現在，インターネット上の通信トラフィックは年率約 26%の割合で増加を続
けており，今後も同様のペースで増加すると仮定すると，2020年代後半にはファイバ 1本あたり 1
Pbit/s級の伝送システムを構築する必要がある．そこで，SMFが抱える容量限界の打破を目的とし
て，空間分割多重（space division multiplexing：SDM）技術に関する研究が盛んに行われている．
本章では，まず，SDM伝送について概要を述べ，実現に必要とされる要素技術について述べる．そ
の後，要素技術の中でも本論文で主に取り扱う空間モード変換技術について，いくつか例を挙げて

その特徴を説明する．
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2.2 空間分割多重伝送

SDM伝送はこれまでに導入されている時間，偏波，波長，位相の自由度に加えて，新たに空間の
自由度を多重化に活用した技術である．伝送媒体としては，従来の SMFに代わり伝送コアを複数
有するマルチコアファイバ（multi core fiber：MCF）や複数の空間モードが伝搬可能なマルチモー
ドファイバ（multi-mode fiber：MMF），もしくは数モードファイバ（few-mode fiber：FMF）が利用
される．SDMはこれまで利用されてきた直交軸による多重化との併用も可能であることから，理
論的には空間の自由度分だけ周波数利用効率を倍増することができる．以降では，SDMの実現の
ために検討されている伝送形態について，それぞれの特徴や伝送システムを構成する要素技術への

要求などを述べる．

2.2.1 空間分割多重伝送の分類と特徴

SDMについては，図 2.1に示すように，利用するファイバの構造や信号処理の方式などの観点か
ら複数の伝送形態が検討されている．なお，広義では SMFの本数を増やすことによる容量拡大も
SDMとして取り扱う場合があるが，海底ケーブルなどへの採用の観点からは製造コストが問題と
なり，データセンタではそもそもファイバ本数の増大による敷設面積が問題となっていることから，

ここでは割愛する．

図 2.1 空間分割多重伝送の伝送形態．数モードマルチコアファイバの結

合性については，コア間は無結合であることを前提として空間モード間の

結合性について取り上げている
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非結合型 MCF [3] は各コアの間隔を十分（30 µm 以上）に取ることでコア間において光パワー
の遷移が生じないように設計された MCFである．この方式では，各コアを完全に独立したチャネ
ルとして取り扱うことができることから，各コアがシングルモード動作をする場合は従来のシステ

ム部品の多くを流用することができる．コア密度を向上するためにコアの外周に低屈折率のトレン

チ構造を持たせたもの [4]がよく用いられるが，コア間隔を十分にとる必要があり，有限のクラッ
ド径内に収容することができるコア数に限りがあることから大規模な多重化は難しい．一方で，複

数のコアを接近させて配置することでエネルギー遷移を許容した伝送方式が結合型 MCF による
SDM [5, 6]である．この方式では，MCFの複数のコアによりコア数と同数のスーパーモードが形
成されて一種の FMF として動作する．単一コアの FMF との大きな違いは導波モード間の実効屈
折率にあり，結合型 MCFではコア間隔を適切に設計することでスーパーモード間に生じる実効屈
折率差を小さく取ることができる．そのため，スーパーモード間に生じる群遅延差を小さくするこ

とができ，また伝送中に生じる結合が強いことから，その小さな群遅延差が平均化される．この特

徴は，結合した信号を復調するために受信端で与えられる多入力多出力（multi-input multi-output：
MIMO）信号処理の負荷低減に大きく寄与する．さらに，コア間の干渉を抑圧する必要がないこと
から，屈折率分布にトレンチなど複雑な構造を持たせる必要が無いことも特徴として挙げられる．

しかしながら，この伝送方式では信号の復調に MIMO信号処理が必要不可欠であることから，多
重数の増大が困難である．以上の MCFによる SDM伝送では，空間多重数の増大に伴いクラッド
外径もまた増大するため機械的信頼性には課題が残るが，従来のシステムとの親和性が高いことか

ら，小規模な多重化については比較的早期の実装が期待されている．

MMFを用いた SDMは特にモード分割多重伝送（mode-division multiplexing：MDM）と呼ばれ
る．一般的なMMFは直径 50 µmもしくは 62.5 µmのコアを有し，波長 1.5 µmに対して 1000近く
の導波モードを有するが，MDM伝送では MMFの中でも導波モード数が 10個程度になるように
設計された FMFが主に用いられる．MDM伝送もMCFの場合と同様に，空間チャネル間の結合性
により分類されるため，以下では各伝送形態についてそれぞれ述べる．強結合型の FMFを用いた
MDM伝送では，導波モード間の伝搬定数差が小さいため，ファイバの構造揺らぎや接続点におけ
る構造不連続の影響で容易に導波モード間の結合が生じる．このとき，送信端で各導波モードに独

立した信号を与えたとしても受信端では全導波モードが混合した状態となって出力するため，受信

端でMIMO信号処理を行い結合を解く必要がある．ここで，MIMO信号処理の負荷は導波モード
間の伝搬定数差に起因するモード間群遅延（differential mode delay：DMD）に依存することから，
DMDの小さいグレーテッドインデックス型の FMFが主に用いられる．この伝送方式においても，
全空間チャネルに対してMIMO信号処理が必要不可欠であることから，多重数の増大が難しい．一
方で，強結合とは対照的に，コアの屈折率分布をステップインデックス型にするなどして空間モー

ド間の結合を抑制することで，MIMO 信号処理の対象を LP11e と LP11o のような縮退の関係にあ

る導波モードのみに制限することができる．このようなファイバを弱結合型 FMFと呼び，MIMO
信号処理の負荷は偏波多重を合わせても最大で 4×4に抑制することができる．しかし，この方式で
は，縮退モード以外への結合が無視できる範囲内である数 kmから数十 km程度に伝送距離が制限
される．加えて，空間モード間の結合を抑制しつつ導波モード数を増加することは難しく，モード

多重数の拡張性は強結合型のファイバに比べて低くなる．ここで，FMFのコア形状を楕円とするこ
とで縮退モード間にも伝搬定数差を生じさせることができるため，非結合でのMDM伝送 [7, 8]も
可能である．この場合は LP11e と LP11o の間の縮退も解かれることから，MIMO信号処理を一切要
さずに全空間チャネルを完全に独立したチャネルとして処理することができる．ただし，この方式



14 第 2章 空間分割多重伝送と空間モード変換

ではモード間クロストークを抑圧可能な伝送距離は更に短く 0.5 km程度となる．以上の MDM伝
送では，導波モード数の増加や伝送距離の伸長に伴い MIMO信号処理の負荷をはじめとした課題
が顕在化するが，潜在的には多くの空間チャネルを有することから高密度な SDMの実現が期待さ
れる．

近年では，複数の導波モードを有するコアを複数配置した数モードマルチコアファイバ（few-mode
multi-core fiber：FM-MCF）を用いた伝送実験の結果が数多く報告されている．この方式もまた，
導波モード間およびコア間の結合性，そしてそれぞれのチャネル数やコア配置によってさまざまな

ファイバが検討されている．1本の光ファイバによる伝送容量については，2017年に KDDI総合研
究所による 10.16 Pbit/s [9] や 2020 年 3 月に報告予定である情報通信機構による 10.66 Pbit/s [10]
など，10 Pbit/sを超えるような伝送実験の結果が報告されており，それぞれ 6モード 19コアファ
イバおよび 38コア 3モードファイバを用いた 114空間多重により，SMFの理論限界の約 100倍に
相当する容量が実現されている．このようにコアによる多重化と空間モードによる多重化を組み合

わせることで伝送容量を拡大していく方向性は，伝送容量の拡大を目的とした研究領域においては

近年のトレンドとなっており，KDDI総合研究所や情報通信研究機構以外にも日本電信電話などが
積極的に取り組んでいる．各社ないし機構で盛んに取り組まれている FM-MCFによる SDM伝送
は飛躍的な伝送容量の拡大が可能であるが，これらのファイバのほとんどはクラッド径が標準 SMF
の 125 µm（標準外径）に対して 200 µm を超えるようなものが多く，商用導入に向けては標準外
径のクラッド内にどれだけ空間チャネルを詰め込むかが課題となる．現在では，標準外径を有する

ファイバによる伝送では，KDDI総合研究所の 10モード弱結合 FMFによる 257 Tbit/s [11]，標準
外径に近いものだと情報通信研究機構の 3モード 4コアファイバによる 1.2 Pbit/s [12]などが達成
されている．また，FM-MCFでは中心以外のコアが軸対象性を持たないことから，DMDやモード
依存損失（mode dependent loss：MDL）などモード依存特性を制御することが難しいことも課題と
なる．

2.2.2 空間分割多重伝送に必要とされる要素技術

続いて，SDM 伝送に必要とされる要素技術について述べる．まず，いずれの伝送形態において
も，SDMファイバの両端には空間チャネル数分の SMFが存在し，各 SMFと各空間チャネルを対
応付ける合分波素子が必要となる．MCFに対する合分波素子は特に FI/FO（fun-in fun-out）デバイ
スと呼ばれ，レンズにより各コアの空間位置を伝搬角度に変換して分離する方式 [13]やテーパ形状
を持たせたファイバや光導波路により各コアの間隔を拡大（縮小）する方式 [14]などが提案されて
いる．FMFに対しては，モード合分波器（mode MUX/DEMUX）と呼ばれる素子として位相板や
LCOS，光導波路など様々な素子によるものが提案されている．モードMUXは通常，空間的なモー
ドパターンを変換するモード変換器と，各変換後の光波を共通の FMFへと結合するビーム結合器
によって構成される．空間モード変換器はそれぞれ固有の電界振幅分布を有する空間モードを相互

に変換する装置であり，これを実現するための技術については次節で詳細に述べる．ビーム結合器

については，通常，ハーフミラーなどのビームスプリッタ（BS）を介して 2 つのビームを結合す
る操作を繰り返すことで実現される．しかし，このとき使用されない BSのポートから出力される
光は失われるため，全空間チャネルで損失が等しくなるような構成をとった場合であってもモード

多重数 M に対して 10 log10(M) dBの損失を生じる．変換と結合を個別に行うモードMUXにおい
ては，この損失を低減することが最大の課題であり，損失低減に向けて空間モードの分布対照性を
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利用した干渉計ベースのビーム結合器などが提案されている [15]．モードMUXをモード DEMUX
として用いる場合は，FMFから出力した光波を M 個の複製に分離し，それぞれに対して空間モー

ド変換を与えることで SMFへと結合する．また，変換と結合を一括で行う素子についても様々な
方式が検討されているが，クロストーク特性と効率，モード数に対する拡張性の全てを満足するこ

とは難しい．

強結合型の SDMファイバを利用する場合など，各空間チャネル間に結合が生じることを想定し
た伝送形態においては，受信端に結合を解くためのMIMO信号処理が必要となる．しかしながら，
空間チャネル数が増大するとリアルタイムでの MIMO 信号処理が難しくなる．現実的な MIMO
チャネル数は偏波モードを含めて 6 程度とされており [16]，多くの高密度 SDM の伝送実験では
MIMO処理はオフラインで行われている．リアルタイム処理の実現に向けては回路規模の縮小が課
題となるほか，空間チャネル間に生じるMDLや増幅利得差，DMDなど伝搬特性の差はMIMO信
号処理の負荷を増大するため，これらを低減するための技術もまた必要となる．MDLや増幅利得
差の補償については LCOS を用いたパワー等化技術 [17] が，DMD の低減については中継の度に
チャネルの切り替えを行う技術 [18, 19]や負の DMDを有するファイバを利用する技術 [20]などが
それぞれ提案されている．他にも，中継点などにおいて空間チャネルを混合させることで伝送特性

を均一化するモードスクランブラ [21, 22]が提案されている．
いずれの伝送形態においても，長距離伝送システムに採用することを考慮すると光増幅器が必要

不可欠である．合分波素子を介して各空間チャネルごとにそれぞれ EDFAを用意することも可能で
あるが，中継機器のサイズや合分波により生じる損失やクロストークを考慮すると，全空間チャネ

ルを一括で増幅する増幅器が望ましい．マルチコア光増幅器では，コアごとにポンプ光を入力する

方式だけでなく，クラッドからポンプ光を入力して全コアを一括で増幅する方式などが検討されて

いる [23]．クラッド一括励起型の増幅器では，コアごとの利得制御が困難であるが，部品点数を大
幅に削減できるメリットがある．マルチモード光増幅器においても同様に空間チャネルごとの利得

制御が課題とされており，利得を等化する手段としてポンプ光のパワー分布や添加不純物の分布を

最適化する技術が提案されている [24, 25]．
上記に加えて，将来的なアクセス網への SDM の導入を想定し，WDM ネットワークにおけ

る波長選択スイッチ（wavelength-selective switch：WSS）や再構成可能アドドロップ多重化装置
（reconfigurable optical add/drop multiplexer：ROADM）などのノード技術を SDMチャネルに対し
て実現する技術 [26–28]もまた検討されている．

2.3 空間モード変換技術

モード分割多重伝送システムにおける重要な構成要素であるモード合分波器を構築するためには

空間モード変換技術の確立が必要不可欠であり，これまでに多種多様な手法が検討されている．本

節では，これまでに提案されている空間モード変換技術の分類と特徴を述べる．

2.3.1 空間モード変換技術の分類と特徴

空間モード変換技術に求められる性能としては，効率，精度，コスト，拡張性などが挙げられる．

これらのうち，変換精度，すなわちクロストーク性能については，利用する FMFの結合性によって
要求される機能が異なる．強結合型の伝送システムにおいては，出力端でMIMO信号処理が与えら
れるため，必ずしも各 SMFから出力した光がそれぞれ異なる空間モードの電界分布を有して FMF



16 第 2章 空間分割多重伝送と空間モード変換

に接続される必要はなく，ファイバ結合時の空間的な直交状態が重要となる．一方で，弱結合型や非

結合型では，MIMO信号処理が与えられない空間チャネル間のクロストークはそのまま信号品質の
劣化に繋がることから，モード変換器の出力には各導波モードの電界分布が正確に表れていること

が望ましい．MIMOの要/不要の境界となるクロストーク閾値については信号に与える変調方式に
よって異なり，文献 [29]では偏波多重 QPSK信号に対して 0.5 dBの OSNR（optical signal-to-noise
ratio）ペナルティを与える値として −17 dBが，文献 [30]では偏波多重 QPSK，16QAM，32QAM
信号に対する 0.3 dBの Q値ペナルティを与える値としてそれぞれ −18 dB，−25 dB，29 dBが，文
献 [31]では単一偏波 QPSK，16QAM，64QAM信号に対する 1 dBの OSNRペナルティを生じる
値としてそれぞれ −16 dB，−24 dB，−32 dBが閾値として挙げられている．ただし，弱結合MDM
においては，これらの値は空間モードの変換時だけでなく，ビーム結合・分離や伝搬中，接続時な

どに生じるクロストークなどを含めた総クロストークに対する閾値となるため，空間モード変換技

術単体に求められるクロストーク性能はより厳しくなることに注意が必要である．強結合MDMに
おいては，伝送中に生じる空間モードの結合はMIMO信号処理により補償されるが，空間モード変
換の出力同士が上記の閾値を満たすほどの直交性を有している必要がある．

図 2.2 にこれまでに提案されている空間モード変換技術の分類を示す．ここで，ステップ数と
は基本モードから FMF の導波モードへと電界振幅が変化するまでの変調の回数を表す．フォト
ニックランタン [32–34]や平面光波回路，MPLC（multi-plane light conversion）[35]，体積ホログ
ラム [36, 37]はそれ自体が結合器としての機能も有しており，単体でモードMUX/DEMUXとして
動作する．フォトニックランタンはMCFにおける FI/FOデバイスのようにテーパ形状を持たせた
3次元構造導波路であり，テーパ中でコアが物理的に結合することによりモードMUXが構成され
る．フォトニックランタンは比較的高効率かつ拡張性も高いが，出力される電界分布を理想的な空

間モードと一致させることは難しいことから，利用は強結合型のシステムに限定される．平面光波

回路 [38–42]は，平面導波路中で生じる波動の結合を利用して空間モードの変換および結合を行う．
このとき，各空間モード間の実効屈折率差により単位長さあたりの結合の度合いは空間モード毎に

異なるため，相互作用長を適切に設計することにより極めて高効率なモードMUXを構築すること
ができる．導波路本体は非常に小型でファイバとの接続も容易であることから集積性に優れるが，

導波路は 2 次元平面上に構成されるため高次の空間モードの取り扱いは難しく，拡張性が課題と
なっている．

自由空間型のデバイスは SMF と FMF との間に自由空間を伝搬する領域を介し，自由空間上で
電界分布の変調を与える．電界分布の変調は位相板 [43, 44] や計算機合成ホログラム（computer-
generated hologram：CGH）[45–48]などによって実現され，自由空間上では自由度の高い変調を与
えることができることから，高精度な変換が可能である．ここで，空間モードは空間フーリエ変換

前後で分布を保存するという特性があり，SMF端面と変調素子，そして FMF端面の位置関係は結
像面とフーリエ面のどちらでも問題ない．加えて，この手法は光学系の構成に対する自由度が高く，

モード多重数に対する拡張性も高い．ただし，位相板では電界の位相分布のみを変調することにな

るため，出力は導波モードと完全には整合せず，LP01 と LP02 など，特定の関係にある導波モード

間ではクロストークを生じる．一方で，CGHでは，出力に導波モードの正確な電界分布を与えるこ
とが可能であるが，通常，CGHでは不要な回折光を多く生じることから高い効率は得られない．ま
た，2.2.2節で述べたように，自由空間上でのビームの結合など損失の要因が多く，フォトニックラ
ンタンや光導波路のような高効率な変換は難しい．MPLCは上記のデバイスと同様，ファイバ間に
自由空間領域を設けて空間的な変調を与える素子である．このとき，位相分布の変調と空間伝搬を
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図 2.2 空間モード変換技術の分類と特徴．MPLC のステップ数はモード
多重数 M に依存する

交互に繰り返すことにより徐々に分布を変化させ，最終的に電界分布が変換された状態で各 SMF
からの光が結合される．MPLCについては既に商用化もされており，比較的高い精度かつ低損失な
モードMUX/DEMUXであることから，近年の伝送実験ではしばしば採用されている．ここで，与
えられる位相変調のパターンは焼きなまし法などの最適化手法により設計されるが，変換精度は個

別に変換を行うデバイスには劣り，モード多重数の増加に対しては，与える変調回数の増加や変調

精度の低下などが懸念される．体積ホログラムによるモード MUX/DEMUX（volume holographic
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mode multi/demultiplexer：VHDM）は，サブミリメートル程度の厚さの媒質に記録された体積ホロ
グラム（微細な三次元屈折率分布）による Bragg回折を利用する．この媒質に記録されたホログラ
ムには，角度の異なる複数の平面波と FMFの各導波モードとが対応付けられており，対応する角
度で SMFからの出射光を入力することで回折を生じ，選択的に空間モードの変換と結合が行われ
る．VHDMについては，現状では回折効率の低さが課題とされているが，拡張性が高いうえ小型か
つ安価なモードMUX/DEMUXを構築できることから，ホログラム記録条件の最適化などにより効
率の向上が達成されればMPLCに対抗し得る可能性を有している．

2.4 まとめ

本章では，次世代大容量光通信システムの根幹を担う多重化技術として期待されている SDMに
ついて，複数検討されている伝送形態それぞれの概要と特徴を述べた．そして，SDM伝送の実現
に必要不可欠ないくつかの要素技術を挙げ，中でもMDM伝送の根幹をなすモードMUX/DEMUX
を構築するための空間モード変換技術について，要求される性能の観点から各手法の特徴を述

べた．SDM 伝送に関する今後の研究の方向性としては，MIMO 信号処理の性能向上や負荷の低
減，もしくは弱結合 FMFによる伝送距離の伸長や多重数の拡張などが考えられる．また，モード
MUX/DEMUXについては，効率と精度，そして拡張性の全てを兼ね備えたデバイスはいまだ実現
されておらず，今後の発展が必要不可欠である．
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3 光波面制御技術

3.1 はじめに

レーザの発明により人類がコヒーレントな光を獲得して以来，光を波として取り扱う技術が目覚

ましい発展を遂げてきた．1948年に Gaborによって発明されたホログラフィは，コヒーレント光
の登場により光の干渉を記録することができるようになり，光波の完全な再生による 3 次元表示
の実現を予感させた．今日までに，多種多様な研究領域で光の波としての性質を制御する技術が活

用されているが，近年では特に，電子的な制御により光波面を変調・計測する技術の発展が目覚ま

しい．撮像素子を介して計算機に取り込んだ干渉縞強度分布から波面情報を再生するディジタルホ

ログラフィ [1–7]や，計算機上で構築したホログラムパターンを実光学系に再現し，回折により所
望の波面を得る計算機合成ホログラム（computer-generated hologram：CGH）[8–11]などがその代
表であり，現在までに数多くのアプリケーションが提案されている．これらの技術を活用して光波

の強度に加えて位相も制御対象とすることにより，光ディスクや光通信など光を情報のキャリアと

して制御する分野において取り扱う情報量の飛躍的な拡大が実現されている．他にも，波面整形技

術はレーザ加工 [12]や光ピンセットの制御 [13]などに活用されており，等位相面を傾けることに
よる方路制御は光通信網におけるスイッチとして非常に重要な役割を果たしている [14]．一方で，
光波面を計測する技術は，物体の三次元形状計測 [15]の他にも，気体の揺らぎ計測 [16]や，定量
位相計測による腫瘍の検出 [17] など，強度だけでは得られなかった新たな情報の獲得を可能とし
ている．また，変調と計測を組み合わせることにより，光学顕微鏡や望遠鏡における位相歪みの補

償 [18, 19]や，シングルショットでの光断層撮影 [20]など，既存の技術に対する高性能化や新たな
機能の提供などが実現されている．

波面制御を実現するデバイスについては，用途に応じて様々なものが利用されている．代表的な

素子は液晶であり，光波の偏光方位の制御による強度分布の変調や，屈折率の空間的な制御による

位相分布の変調などに広く用いられている．近年では，シリコン基板上に構築した CMOS回路と
液晶を組み合わせた LCOS（liquid crystal on silicon）デバイス [21]や，MEMS技術を利用した高
速な変調が可能な DMD（digital micromirror device）[22]などが注目されている．他にも，CGHを
はじめとした回折光学素子や，導波路上で位相分布を変調する光フェーズドアレイ [23]，最適化し
た位相構造による変調と空間伝搬の繰り返しにより変調と合分波を同時に実現する機能を持たせた

MPLC（multi-plane light conversion）[24]，人工的に形成された波長よりも細かい微細構造に現れ
る負の屈折率により従来の限界を超えた波面制御を可能とする光メタサーフェス [25]など多種多様
な素子が存在する．
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本章では，まず最初に光波面制御技術を理解する上で重要な概念である光複素振幅について述べ

る．その後，光波面の計測技術および変調技術について，代表的な技術をいくつか挙げ，それぞれ

の原理と特徴を述べる．

3.1.1 光複素振幅

「光」とは，波長が 10 nmから 1 mm（周波数では約 30 PHzから約 300 GHz）程度の電磁波を指
す [26]．電磁波の波動関数はMaxwell方程式を解くことにより三角関数として得られることから，
図 3.1のように波長 λで z 方向に真空中を進行する光の電界は，以下の式のように表される．

E(t, z) = A cos (kz − ωt + φ) (3.1)

ここで，Aは波の振幅，k = 2π/λは波数である．ωは角周波数であり，真空中では光速度 cを用い

て ω = 2πc/λ となる．φ は初期位相であり，波動の時間的・空間的な伝搬に起因しない定数であ
る．なお，式 (3.1)の右辺ついては，余弦関数を正弦関数としたものや，A cos (ωt − kz + φ)のよう
に時間変化と空間変化の項の符号を反転した表記をとる場合も有るが，初期位相をどのように定義

するかによる差であり本質的な違いはない [27]．

図 3.1 光波の空間的および時間的な変化

さて，波動現象の解析にあたり，式 (3.1)のような三角関数による表現を用いるよりも，次のよう
な複素指数関数による表現（複素振幅表現）を用いた方が簡単に記述することができる場合が多い．

E(t, z) = A exp [i (kz − ωt + φ)] (3.2)

ここで，iは虚数単位である．オイラーの公式より，式 (3.1)の右辺は次のように表されることから，
複素振幅表現の実部が本来の波動を表していることがわかる．

A cos (kz − ωt + φ) = ℜ{A exp [i (kz − ωt + φ)]} (3.3)

ただし，ℜ(•)は複素数の実部を表す．この複素振幅表現を用いると，位相を空間成分 exp(ikz)，時
間成分 exp(−iωt)，初期位相 exp(iφ)の各成分に分離することができ，四則演算や微積分など種々の
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計算が平易になる．計算の後に，最終的に得られた結果の実部をとることで実際の光波の電界振幅

が与えられる．なお，以上の説明では複素振幅表現と三角関数による表現の両方で同じ文字を用い

たが，厳密には，これらの表現の間には振幅値に
√

2倍の差が生じる．これは，各表現について，強
度の時間平均を考えると，以下のように三角関数表現の強度が複素振幅表現に対して半分となるた

めである．

（複素振幅表現）

I = ⟨A exp [i(kz − ωt + φ)] A exp [−i(kz − ωt + φ)]⟩
= A2 (3.4)

（三角関数表現）

I = ⟨[A cos(kz − ωt + φ)]2⟩

=
A2

2
[1 + ⟨cos (2kz − 2ωt + 2φ)⟩]

=
A2

2
(3.5)

本論文では，特に断りがない場合は E を複素振幅，Aを振幅（正の実数），φを位相としてそれぞ

れ取り扱うこととし，直交座標系における xy 平面の複素振幅分布を光波面と呼称する．このとき，

z 軸の座標位置については，伝搬などを考慮するような特別な場合以外は z = 0として exp(ikz)の
項を無視する．また，本論文では，ヘテロダイン干渉など異なる波長の光波間に生じる相互作用を

取り扱わないため，光波の二次元分布がある固定した時刻の空間分布（E(x, y, t = 0)）であるとし
て，時間依存性の項 exp(iωt)もまた無視する．したがって，最終的に本論文における標準的な xy

平面上の光波面は
E(x, y) = A(x, y) exp [iφ(x, y)] (3.6)

と書き表される．

3.2 光波面を計測する技術

本論文の主題は光波面変調技術を用いた空間モードの変換であるため，主として取り扱うのは変

調技術である．しかし，実際に運用するにあたり，変調素子が有する形状歪みや光学収差によって

生じる位相歪みを補償するためには光波面を計測する技術も重要である．本節では，光波面を計

測する代表的な技術として位相シフトディジタルホログラフィ（phase-shifting digital holography：
PSDH），フーリエ変換法，フーリエ反復位相回復法について述べる．

3.2.1 位相シフトディジタルホログラフィ

ある複素振幅分布を有した光波（物体光）Ao(x, y) exp [iφo(x, y)]と均一な波面を有する平面波（参
照光）Ar とを同軸で干渉させたとき，その干渉縞の強度分布 I(x, y)は以下のように書き表される．

I(x, y) = |Ao(x, y) exp [iφo(x, y)] + Ar |2

= A2
o(x, y) + A2

r + 2Ao(x, y)Ar cos [φo(x, y)] (3.7)

式 (3.7)の最右辺の第 3項に注目すると，物体光の位相分布が干渉縞の強度分布に含まれているこ
とが分かる．ただし，偶関数である cos関数に逆余弦関数を適用しても位相値の正負を判別するこ
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とができないため，1 枚の干渉縞画像から直接物体光の位相分布を導出することは不可能である．
そこで，PSDHでは参照光の位相値を変化させながら干渉縞画像を複数回取得することで物体光の
位相を算出する．このとき取得する干渉縞画像の枚数は 2から 4枚程度が一般的であり，枚数に応
じて異なる位相算出アルゴリズムが適用される．以下では，PSDHにおける代表的な位相算出アル
ゴリズムである，4ステップアルゴリズム [28]について説明する．

4ステップアルゴリズムは参照光に 0，π/2，π，3π/2の位相シフトを与えて取得した 4枚の干渉
縞画像から物体光の位相分布を導出するアルゴリズムである．ここで，各干渉縞の強度分布はそれ

ぞれ以下のように書き表される．

I1 = A2
o + A2

r + 2Ao Ar cos φo (3.8)

I2 = A2
o + A2

r + 2Ao Ar cos
(
φo −

π

2

)
= A2

o + A2
r + 2Ao Ar sin φo (3.9)

I3 = A2
o + A2

r + 2Ao Ar cos (φo − π) = A2
o + A2

r − 2Ao Ar cos φo (3.10)

I4 = A2
o + A2

r + 2Ao Ar cos
(
φo −

3π
2

)
= A2

o + A2
r − 2Ao Ar sin φo (3.11)

なお，各画素で独立に演算が行われるため，空間座標 (x, y)は省略している．上記の連立方程式を
cosおよび sinの項についてそれぞれ整理すると，

Ao cos φo =
I1 − I3

4Ar
(3.12)

Ao sin φo =
I2 − I4

4Ar
(3.13)

が得られる．したがって，物体光の複素振幅は干渉縞強度と参照光の振幅により以下のように求め

られる．

Ao exp (iφo) =
I1 − I3

4Ar
+ i

I2 − I4

4Ar
(3.14)

ここで，参照光が理想的な平面波である場合，振幅は空間的な分布を有さないことから，上式の Ar

は定数とみなすことができるそのため，4ステップアルゴリズムでは，4枚の干渉縞画像のみから
物体光の複素振幅分布を再生することができる．

PSDHは参照光に位相シフトを与える手法によって分類される．代表的な手法としては，参照光
に逐次的に位相シフトを与える時間分割法や，アレー型の位相シフト素子を用いて空間的に位相シ

フトを与える空間分割法が挙げられる．これらの手法では，時間分解能もしくは空間分解能を犠牲

にして波面計測を実現しているが，偏光制御により時間分解能と空間分解能を両立した波面計測を

実現するダイバーシティ法が提案されている．以下では，以上の 3手法について動作原理，および
特徴を述べる．

A.時間分割法

時間分割法 [1]による位相シフト干渉縞取得の概念図を図 3.2に示す．時間分割法では，電圧印
加により反射面の z 位置が変化するピエゾミラーなどを利用して参照光に位相シフトを与える．こ

のとき，1枚の干渉縞画像を取得した後に位相変調素子を操作して位相シフトを与え，次の干渉縞
画像を取得するというサイクルを繰り返すことから，複数の干渉縞を同一時間軸上で取得すること

ができない．したがって，時間分割法では撮像素子のサンプリングレートに対して波面計測のサン

プリングレートが低くなるうえ，1枚の干渉縞画像取得から次の取得までの間に計測対象が変化す
ると波面再生精度が低下する．
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B.空間分割法

空間分割法 [7]では，図 3.3に示すようなアレー型の位相シフト素子を用いて参照光に空間的な
位相シフトを与える．素子が与える位相シフト量は周期的に変化しており，撮像素子により取得し

た干渉縞画像から同一の位相シフト量を有した画素を抽出し，それぞれに補間処理を行うことで複

数の干渉縞画像を取得する．空間分割法では，1回の撮像で複数の干渉縞画像を同時に取得するこ
とができるため，高速な波面計測が可能であるが，補間処理を必要とすることから空間分解能が犠

牲となる．また，位相シフト素子の作製精度や撮像素子とのアライメントエラーが計測性能に影響

するなど，実装に向けた課題も少なくない．

C.ダイバーシティ法

ダイバーシティ法は，図 3.4に示すホログラフィックダイバーシティ干渉法（holographic-diversity
interferometry：HDI）[5] によりそれぞれ異なる位相シフトを与えた干渉縞を複数の撮像素子で一
括取得する．HDIでは，物体光は 1/2波長板（half-wave plate：HWP）により 45◦ 直線偏光に，参
照光は 1/4波長板（quarter-wave plate：QWP）により円偏光に設定されている．図 3.5に示すよう
に，45◦ 直線偏光と円偏光を直交偏光成分に分解すると，いずれも振幅比は 1:1であるが，45◦ 直線
偏光は同相であるのに対し，円偏光は直交偏光成分間に π/2の位相差を有している．そのため，物
体光と参照光を BSで合波したのちに偏光ビームスプリッタ（polarizing beam splitter：PBS）で分
離することで，π/2 の位相シフトを有した干渉縞が同時に生成される．また，BS で合波した際の
各出力光路には π の位相差を持った干渉縞が現れることから，両出力光路に PBSを配置すること
で 0，π/2，π，3π/2の位相シフトを有した 4枚の干渉縞画像を同時に取得することができる．ダイ
バーシティ法では時間分解能と空間分解能の両立が可能であるが，撮像素子を複数用いることから

光学系の大型化や撮像素子間のアライメント難度が高いなどの問題点がある．

図 3.2 時間分割法による位相シフト干渉縞の取得
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図 3.3 空間分割法による位相シフト干渉縞の取得

図 3.4 ダイバーシティ法による位相シフト干渉縞の取得
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図 3.5 偏光制御によって生じる位相シフト．(a)円偏光，(b) 45◦ 直線偏光

3.2.2 フーリエ変換法

フーリエ変換法 [3]は物体光と参照光の光軸間に角度をつけて干渉させた干渉縞の強度分布から
物体光の波面を再生する手法である．フーリエ変換法による波面計測の概念図を図 3.6に示す．二
光束間に与える角度差を x 軸，y 軸に対してそれぞれ θx，θy とすると，干渉縞の強度分布は

I(x, y) = A2
o(x, y) + A2

r + 2Ao(x, y)Ar cos
[
k
(
x sin θx + y sin θy

)
+ φo(x, y)

]
(3.15)

という数式で表される．ここで，k = 2π/λ である．式 (3.15)の右辺第 3項より，干渉縞の強度分
布には光軸間に与えた角度に応じた周期構造が生じていることから，撮像素子によって取得した干

渉縞画像を 2次元フーリエ変換すると図 3.7のような 3つ山の 2次元空間周波数スペクトルが得ら
れる．これらのスペクトルのうち原点のスペクトルは式 (3.15)の右辺第 1項，第 2項に起因し，そ
の両脇のスペクトルは第 3項に起因する成分である．ここで，スペクトルの間隔は

fx0 =
sin θx
λ
, fy0 =

sin θy
λ

(3.16)

で表される空間キャリア周波数によって与えられるため，( fx0, fy0)を中心としたバンドパスフィル
タを通すことで物体光の波面情報を有した成分のみを抽出する．その後，2次元フーリエ逆変換す
ることにより

Ao(x, y)Ar exp
{
i
[
2π

(
fx0x + fy0y

)
+ φo(x, y)

]}
(3.17)

が得られるため，exp
[
i2π

(
fx0x + fy0y

) ]
で除して空間キャリア周波数を取り除くことで物体光の

複素振幅分布が再生される．

フーリエ変換法は二光束間に傾斜角を与えた 1枚の干渉縞画像のみを要するため，簡易な光学系
で高速な波面計測が可能である．ただし，干渉縞を取得する際の二光束間に与える角度差は撮像素

子の空間的なサンプリング定理を満たしている必要がある．このとき，与える角度差が小さいと空

間周波数スペクトルの間隔が小さくなり，解析処理で与えるバンドパスフィルタが再生される物体

光の空間周波数成分を制限することとなるため，物体光の高空間周波数情報を維持するためには，

極力サンプリング定理を満たす上限付近の空間キャリア周波数を与えるように光学系を設計する必

要がある．



30 第 3章 光波面制御技術

図 3.6 フーリエ変換法による波面再生

図 3.7 干渉縞の空間周波数スペクトル

3.2.3 フーリエ反復位相回復法

先述した手法はすべて物体光と参照光による干渉縞の強度分布から物体光の波面を再生する手法

であったが，フーリエ反復位相回復法 [29]では異なる z 位置における物体光の強度分布を利用し，

反復計算により物体光の位相分布を決定する．ここで，撮像素子を配置する z 位置は任意に設定す

ることが可能であるが，各素子で十分に異なる強度分布取得するために一定の距離をとる必要があ

る．そのため，通常は撮像面間にレンズを配置して物体面とフーリエ面における強度分布を取得す

る．以下では，2台の撮像素子間が光学フーリエ変換の関係にある場合について，図 3.8を用いて
反復計算の過程を説明する．まず，物体面に設置した撮像素子で取得した強度分布に対して平方根

を取ることで物体光の振幅分布 Ao(x, y)を求める．この振幅分布に初期位相 φn=0(x, y)を与えるこ
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とで初期波面 Ao(x, y) exp [iφn=0(x, y)]を得る．このとき与える初期位相が物体光の位相分布に近い
ほど位相回復の精度は高くなり反復回数を少なく取ることができるが，通常は物体光の位相分布は

未知であるため，ランダムな位相分布を与える．この初期波面に対して 2次元フーリエ変換を行う
ことでフーリエ面における複素振幅分布を得る．ここで，位相分布はそのままに振幅分布を実光学

系上のフーリエ面で取得した強度分布から求めた振幅分布 Af(x, y)で置き換える．この振幅分布の
置換操作は反復計算における拘束条件と呼ばれる．その後，2次元フーリエ逆変換することにより
再び物体面における複素振幅分布を取得し，ここでも Ao(x, y)による拘束条件を与える．以上の拘
束条件の付与と 2次元フーリエ変換（逆変換）の手順を反復することにより，取得した強度分布を
物体面およびフーリエ面で有するような波面となるように物体面の位相分布が収束する．なお，強

度分布を取得する二面が有限距離の自由空間伝搬の関係にある場合は，2次元フーリエ変換を角ス
ペクトル法（angular spectrum method：ASM）[30]のような自由空間伝搬計算に置き換えることで
位相回復が行われる．

このように，拘束条件を与えながら特定の処理を繰り返す操作は発明者である Gerchberg と
Saxtonの頭文字をとって G–S（Gerchberg–Saxton）アルゴリズム [31]と呼ばれる．G–Sアルゴリ
ズムは位相回復以外にも，回折光学素子の設計などに用いられる [32]．フーリエ反復位相回復法は
物体光とコヒーレントな参照光を用意する必要が無いことから適用範囲が広い反面，反復計算に多

大な時間を要する，初期位相によっては位相分布が収束しないことがある，取得強度分布に含まれ

るノイズが再生精度に大きく影響するなどの問題点がある．

図 3.8 フーリエ反復位相回復法
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3.3 光波面を変調する技術

光波面を変調する技術は Gaborにより発明されたホログラフィに始まる．初期のホログラフィで
は物体光と参照光の干渉縞強度分布を記録した写真乾板などに参照光を再度照射することで物体光

の波面を再生していたが，干渉現象の利用や所望の波面を有する物体の用意など実験的な制約が多

かった．近年では，計算機上で所望の波面をもとに設計した構造を実光学系上に再現することで任

意の波面を生成する計算機合成ホログラム計算機合成ホログラム（computer-generated hologram：
CGH）が登場し，再生する波面が実在する物体に制限されないなど，その自由度の高さから光波面
変調技術の中核をなしている．以下では，CGH について代表的な手法である軸外 CGH と二重位
相ホログラムに加えて，本論文で取り扱うデュアルフェーズモジュレーションと空間クロスモジュ

レーションについて述べる．

3.3.1 軸外計算機合成ホログラム

軸外 CGHでは，図 3.9に示すように，空間振幅変調器（amplitude-type SLM：ASLM）もしくは
空間位相変調器（phase-type SLM：PSLM）に表示した回折格子パターンによって生じる +1次回
折光に所望の波面を有した光波が出力される．SLMからは +1次回折光以外にも複数の回折光が生
じることから，空間フィルタによって +1次回折光のみを抽出することで所望の波面を得る．また，
軸外 CGHは ASLMと PSLMのいずれによっても実現可能であり，以下ではそれぞれの場合にお
ける変調パターンと動作原理について述べる．

図 3.9 軸外計算機合成ホログラムによる波面変調

A.振幅変調による軸外 CGH

振幅変調による軸外 CGH [8]では，透過率もしくは反射率分布を変調する ASLMに周期的な分
布を与えて回折を生じさせ再生像を得る．ASLMに与える分布は式 (3.15)で示した干渉縞の強度分
布の cos項そのものであり，Ades(x, y) exp [iφdes(x, y)]を所望の波面とした際に +1次回折光の回折
角を θx とすると

Acgh(x, y) = Ibias + 2Ades(x, y) cos [k x sin θx + φdes(x, y)] (3.18)
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と求められる．ここで，簡単のために θy0 = 0と置いた．式 (3.18)の右辺第 1項の Ibias は Acgh(x, y)
を常に正の値に取るためのバイアス項であり，

Ibias = −min
x,y

{2Ades(x, y) cos [kx sin θx + φdes(x, y)]} (3.19)

で与えられる．また，変調素子のダイナミックレンジを最大限に活用するために，変調パターンに

は最大値が 1となるように規格化処理が施される．
式 (3.18)を表示した ASLMに対して一様な振幅 Ar を有する平面波を照射すると，以下のような

回折光が得られる．

Acgh(x, y)Ar = Ibias Ar + Ades(x, y)Ar exp [ik x sin θx + iφdes(x, y)]
+ Ades(x, y)Ar exp [−ik x sin θx − iφdes(x, y)] (3.20)

上式の右辺第 2 項より所望の波面 Ades exp [iφdes(x, y)] が回折光に現れることがわかる．また，式
(3.16)より，上式の右辺は第 1項からそれぞれ 0， fx0，− fx0 の空間キャリア周波数を有しているこ

とから 3.2.2節のフーリエ変換法と同様， fx0 を中心としたバンドパスフィルタを通すことで所望の

波面を抽出することができる．

振幅変調による CGHにおいては，液晶などの素子を用いて空間的に減衰を与えることにより振
幅を変調するため，変調そのものに損失が生じる．加えて，+1次光の回折強度は通常 0次光よりも
低く，また同程度の強度で −1次光も生じるため，振幅変調による軸外 CGHでは最終的な回折効
率は 10%程度にとどまる．なお，入力画像の輝度値に比例して光波の強度を変調するような SLM
を使用する場合は式 (3.18) を 2 乗した分布を入力画像とする必要がある点に注意しなくてはなら
ない．

B.位相変調による軸外 CGH

位相変調による軸外 CGH [10,11]では，屈折率もしくは厚さの空間的な変化によって生じる位相
分布に周期的な変化を与えることで回折を生じさせ再生像を得る．このとき与える周期構造により

ブレーズド回折格子型 [11]と正弦格子型に分類されるが，ここでは回折効率が高いブレーズド格子
型について述べる．

位相変調では，図 3.10に示すように格子パターンの位相深さにより 0次光と +1次光に回折する
光量比を調節することによって強度の変調が実現される．したがって，空間キャリア周波数を与え

るブレーズド格子状位相パターン φfringe を sin−1 [Ades(x, y)]で重みづけすることにより以下のよう
に PSLMに表示するパターンが得られる．

φcgh(x, y) = φdes(x, y) + φfringe sin−1 [Ades(x, y)] (3.21)

ここで，Ades(x, y)の値域は [0, 1]である．式 (3.21)の分布を表示した PSLMに対して，一様な振幅
Ar を有する平面波を照射ことにより，振幅変調の場合と同様 +1次回折光に所望の波面を得ること
ができる．

位相変調による軸外 CGHでは，変調そのものは理想的には無損失のため，振幅変調の場合より
も高い回折効率を達成することができる．また，ブレーズド回折格子型の CGHの場合は正弦格子
型に比べて 0次や −1次など再生に寄与しない回折光の強度を低く抑えることができるため，比較
的高い効率で波面変調が可能である．

振幅，位相変調のいずれにおいても，+1次回折光の回折角は光源の波長 λと表示する格子パター
ンの周期 d によって定まり，よく知られている回折格子の式を解くことによって以下のように求め
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られる．

d sin θ = λ

∴ θ = sin−1
(
λ

d

)
(3.22)

すなわち，d を小さく取ることで +1次光の回折角は大きくなり，フィルタ面における 0次光との距
離を大きく取ることができる．しかしながら，ナイキストの定理より d は表示素子のピクセルピッ

チの 2倍以上は確保する必要があるうえ，d を小さく取ると回折効率が低下する点に注意する必要

がある．空間フィルタの開口サイズについては，0次光を除去できるサイズであれば自由に設定可
能であるが，再生像を構成する最大空間周波数を決定することから，他の回折光を分離可能な範囲

での最大値となるように選択することが望ましい．また，CGHでは SLMを回折格子として動作さ
せることから，図 3.11 に示すように θ の整数倍の角度にも僅かに回折光が生じる．ここで，d を

SLMのピクセルピッチに対して半端な値に取ると不要な回折光が生じるため，d はピクセルピッチ

の整数倍に取ることが望ましい．

なお，本節では x 軸方向に格子構造を持たせた場合について述べたが，変調素子の画素配置に対

して斜め方向に格子構造を持たせることも可能である．このとき，+1 次回折光の空間スペクトル
分布の中心座標は x 軸と y 軸の両方がシフトした状態で得られる．変調素子の実効領域が矩形の場

合，フーリエ面における 0次光の強度分布は sinc関数で表されることから，斜め方向に格子構造を
持たせることで出力に混入する 0次光成分を低減することができる．しかし，この場合は x 軸と y

軸の両方にエリアシングが生じることとなり，所望の回折光に対する回折効率は低下する．

図 3.10 ブレーズド格子の位相深さと 0次光および +1次光への回折効率
の関係
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図 3.11 位相変調による軸外計算機合成ホログラムから生じた回折光の空

間スペクトル分布．異なる d によるブーレズド格子パターンから得られた

空間スペクトル分布を CCDで取得した

3.3.2 二重位相ホログラム

二重位相ホログラム [9]は，先述した軸外 CGHと同様に光波の回折を利用した光波面変調技術
であるが，図 3.12に示すように，軸外 CGHとは対照的に 0次光に所望の波面を有する光波が出力
される．PSLMには図 3.13のようなチェッカーボードパターンによってエンコードされた CGHが
表示され，パターンのコントラストを空間的に制御することにより，位相変調による軸外 CGHの
ように回折光の光量比を調節する．

PSLMに表示する分布はチェッカーボード関数

CB(x, y) =
{

1 (x + y = even)
−1 (x + y = odd)

(3.23)

を用いて以下のように表される．

φdph(x, y) = φdes(x, y) + CB(x, y) cos−1 [Ades(x, y)] (3.24)

ただし，式 (3.23)，(3.24) に限り，空間座標 (x, y) は画素位置と対応した整数値をとるものとす
る．また，Ades(x, y) の値域は [0, 1] である．このとき，式 (3.24) の右辺第 2 項は所望とする振幅
Ades(x, y)にい応じてチェッカーボードパターンの濃淡が変化するようになっている．これは，位相
変調による軸外 CGHの場合と同様，チェッカーボードパターンからの回折強度を制御することに
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より強度分布が変調されることを意味しており，二重位相ホログラムでは所望の波面が 0次光に出
力される点が異なっている．

二重位相ホログラムでは，チェッカーボードパターンの各領域を構成する変調素子のピクセル数

は任意に設定することが可能であるが，領域サイズが大きくなると不要成分を有した +1次回折光
の回折角が小さくなるため，空間フィルタの開口サイズを小さくする必要がある．これにより出力

光を構成する空間周波数が制限されることとなるため，通常はチェッカーボードパターンの各領域

は 1ピクセルで構成する．このとき，1次回折光には SLMで表現可能な最高の空間周波数スペクト
ルが与えられ，空間フィルタの開口サイズを大きく取ることができることから，再生像には比較的

高い空間周波数成分を持たせることができる．また，再生像の回折効率はチェッカーボードパター

ンの細かさに依存しないため，軸外 CGHと比べて高効率な変調が可能である．しかし，再生像が
0次光に乗ることから，SLMの不完全性などから生じる変調と無関係な光波が出力に混入し，変調
精度の低下をもたらす．この問題点については 4.4.1節で詳細に述べる．

図 3.12 二重位相ホログラムによる波面変調

図 3.13 二重位相ホログラムで用いるチェッカーボードパターン
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3.3.3 デュアルフェーズモジュレーション

図 3.14に示すように，任意の複素数は 2つの位相ベクトルの和の形式で表すことができ，この様
子を数学的表すと以下のようになる．

A exp(iφ) = exp(iθ1) + exp(iθ2) (|A| < 2) (3.25)

デュアルフェーズモジュレーション（dual-phase modulation：DPM）[33]はこの加算処理を光学的，
そして空間的に行う技術である．光学系は図 3.15のように，2台の反射型の PSLMとビームスプ
リッタ（BS）によって構成され，各 PSLMに与える位相変調量は以下の式によってそれぞれ求め
られる．

θ1(x, y) = φdes(x, y) + cos−1 [Ades(x, y)] (3.26)

θ2(x, y) = φdes(x, y) − cos−1 [Ades(x, y)] (3.27)

ここで，Ades(x, y)の値域は [0, 1]である．BSにより 2光路に分岐された入力光は各 PSLMへと入
射し，それぞれ式 (4.1)，式 (4.2)による位相変調を受ける．各 PSLMによる変調を受けた光波は再
度 BSに入射し，干渉することで

Eout(x, y) =
1
2
{exp [iθ1(x, y)] + exp [iθ2(x, y)]}

= Ades(x, y) exp [iφdes(x, y)] (3.28)

となり，所望の複素振幅分布を有した光波が出力として得られる．なお，BSの透過光と反射光には
相対的に π/2の位相差がつくことから，各 PSLMで変調を受けて入力方向へと戻る光波は式 (3.28)
に対して π の位相差を有した状態で干渉することとなるため，

Erev(x, y) =
1
2
{exp [iθ1(x, y)] + exp [iθ2(x, y) + iπ]}

=

√
1 − [Ades(x, y)]2 exp [iφdes(x, y)] (3.29)

と表される．この Erev(x, y)は Eout(x, y)に対して干渉の明暗が反転した状態であり，全空間位置で
|Eout |2 + |Erev |2 = 1が成り立つ．

図 3.14 位相ベクトルの加算による複素振幅の表現
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図 3.15 デュアルフェーズモジュレーションによる波面変調

軸外 CGHや二重位相ホログラムは，光波の回折を利用していることから，強度分布の変調によっ
て生じる不要成分などが含まれる回折光を排除するために空間フィルタを要する．一方で，DPM
は光波の干渉を利用しており，不要な光波成分は全て式 (3.29)として入力方向に戻ることから空間
フィルタを必要としない．したがって，出力光を構成する空間周波数に制限が生じず，変調素子で

表現し得る空間周波数を最大まで活用することができる．

ここまでの説明では，BS の透過率と反射率はともに 50% であることを前提としていたが，BS
の透過率と反射率をそれぞれ t，r（t + r = 1）とした場合，各 PSLMによる変調を受けた光波は

Eout1(x, y) =
√

tr
2

exp [iθ1(x, y)] (3.30)

Eout2(x, y) =
√

tr
2

exp [iθ2(x, y)] (3.31)

と書き表すことができる．すなわち，BSの反射と透過の光量比が 1:1ではない場合であっても，各
PSLMで変調を受けた光波は反射と透過を 1回ずつ経るため，出力側では同じ光量を有する．しか
しながら，図 3.16に示すように，tr は t = r = 0.5のときに最も高い値をとるため，不要な損失を
避けるためには反射率と透過率が極力等しい BSの使用が望ましい．
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図 3.16 デュアルフェーズモジュレーションにおける変調効率のビームス

プリッタ分光比依存性

3.3.4 空間クロスモジュレーション

空間クロスモジュレーション（spatial cross modulation：SCM）[34] は図 3.17 に示すように，
PSLMとランダム拡散板によって波面の変調を実現する．ランダム拡散板の強度分布均一化効果と
位相共役光の波面補償効果を利用しており，PSLMに表示する分布は以下のように求められる．ま
ず，解析上で所望の振幅および位相分布を有した光波の複素振幅分布 Ades(x, y) exp [iφdes(x, y)] を
用意する．複素振幅分布に対して 2次元フーリエ変換を行い，ディジタル拡散板によるランダムな
位相変調を与える．その後，2 次元フーリエ逆変換を行うことで，拡散光の複素振幅分布を得る．
このとき，ランダム拡散板の波面拡散効果により，拡散前の振幅分布と位相分布の情報が混合され，

かつ強度分布は均一化される．そのため，拡散光の位相分布の符号を反転させた位相共役分布を

PSLMに表示し，均一な波面を有する平面波を照射すると，位相変調を受けた光波は計算で得られ
た拡散光の位相共役光としての性質を有することとなる．そのため，レンズによる光学フーリエ変

換の後，解析で用いた拡散板と同一の位相変調を与える光学拡散板を再透過することにより，位相

共役光が有する波面補償効果により所望の波面が再生される．

先述した CGHや DPMとは異なり，SCMでは強度分布の変調が空間的な減衰ではなく伝搬効果
によって生じることから，SCMは理想的には 100%の光利用効率を有する．拡散板については，光
波が均一に拡散されるように拡散率を選択する必要があるが，要求される機能が波面の拡散のみの

ため，再生波面によらず共通化することができる．そのため，SCMで必要とされる動的デバイスは
PSLMのみであり，比較的安価に高効率な波面の変調が可能である．ただし，高精度な変調には再
生波面を構成する空間解像度に対して十分多くの PSLMの解像度が要求される．また，解析で用い
るディジタル拡散板と実光学系上に配置する光学拡散板を一致させる必要があるため，あらかじめ

設計された光学拡散板を作成する，もしくは，拡散板によって位相変調を受けた光波の位相分布を

計測しておく必要がある．このときの製造もしくは計測誤差は波面再生の精度に大きく影響する．

なお，計算に用いた拡散板の位相分布を PSLM に表示することにより代用することも可能である
が，この場合は静的な拡散板の代用として用いるよりも，2台の PSLMの両方を動的デバイスとし
て設計した方がより高精度な変調が可能となる [35]．
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図 3.17 空間クロスモジュレーションによる波面変調

3.4 まとめ

本章では，まず，本論文で取り扱う光波面制御技術を理解する上で基礎となる光複素振幅につい

てその概念と数学的表現が持つ物理的意味を説明した．そして，光複素振幅の計測技術として，位

相シフトディジタルホログラフィ，フーリエ変換法，フーリエ反復位相回復法についてそれぞれ

動作原理と特徴を述べた．同様にして，光複素振幅の変調技術について，代表的な手法として軸外

CGHと二重位相ホログラム，そして本論文で取り扱う DPMと SCMについて述べた．DPMは位
相変調光同士による干渉を，SCM は位相共役光の波面復元効果を利用したユニークな変調方式で
あり，これらを空間モード変換に導入することで変換性能の向上が期待される．
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4 デュアルフェーズモジュレーションの
空間モード変換への適用

4.1 はじめに

第 2 章で述べたように，位相板 [1, 2] や計算機合成ホログラム（computer-generated hologram：
CGH）[3–5] などによる自由空間型の空間モード変換技術では，効率と精度の両立が困難である．
本章では，第 3.3.3 節で紹介したデュアルフェーズモジュレーション（dual-phase modulation：
DPM）[6]を空間モード変換へと適用する試みについて述べる．DPMでは高精度な光波面変調が比
較的高効率に実現できることから，従来手法におけるトレードオフの緩和が期待できる．まず，数

値解析により変換性能の入力ビーム径および変調解像度依存性を評価することで，空間モード変換

に要求される光学系の構成条件を明らかにする．加えて，変調器から生じる光学ノイズに着目し，

DPMを構成する干渉計における干渉状態の制御により光学ノイズの低減が可能であることを示す．
最後に，6モードファイバの各導波モードを変換目標とした実験を行い，得られた変調後の光波に
ついてファイバの各導波モードに対する結合効率を算出することにより変換性能を評価する．ま

た，DPM以外にも位相板，軸外 CGH，二重位相ホログラムについて同様の実験を行い，その結果
を比較することで DPMによる空間モード変換の優位性を実証する．
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4.2 DPMによる空間モード変換

図 4.1に従来法および DPMによる空間モード変換における光学系の構成と位相変調型空間光変
調器（phase-type spatial light modulator：PSLM）に表示する分布について比較した図を示す．3.3.3
節では，入力光が平面波である場合について DPMの動作を述べたが，モード変換では通常はシン
グルモードファイバ（single-mode fiber：SMF）から出射する基本モードを有した光波が入力光とな
る．また，通常は PSLMの画素ピッチがファイバ中の導波モードを表現するには大きすぎるため，
図 4.1のように，SMF出射光を PSLMの変調領域を十分なビーム径で照射するように拡大し，変調
後の光波は縮小した後に数モードファイバ（few-mode fiber：FMF）へと結合する．このとき，各空
間モードが有するビーム径はファイバの構造や屈折率に依存するため，拡大・縮小の倍率はファイ

バに応じて適切に設定する必要がある．また，ファイバの導波モードは自由空間における固有モー

ドでもあるため，自由空間伝搬やレンズによる光学フーリエ変換の前後で分布が変わることはない．

そのため，図 4.1のような単レンズによる構成ではなく，複数のレンズによる拡大・縮小光学系で
も問題ない．位相板による空間モード変換では，図 4.1(a) に示すように，SMF から出射した入力
光に対して変換目標である空間モードの位相分布が与えられる．このとき，位相分布の境界部にお

いて回折伝搬の効果による強度の欠損が生じるが，強度分布は入力光からほとんど変化しない．図

4.1(b)および 4.1(c)に示す CGHを基盤とした手法（軸外 CGH，二重位相ホログラム）では，回折
格子パターンが PSLMに表示される．この回折格子パターンは，変換目標の波面が特定の回折光に
表れるように設計されており，パターンのコントラストを空間的に変化させることで強度分布の変

調を可能としている．一方で，DPMでは，並列的に配置した 2台の PSLMで与えた位相差により
2光路間の光路長差を制御することで強度分布の変調を実現する．
本節では，まず入力光が平面波でない場合においても DPM が動作するように数式を改良する．
まず，入力光が位相分布 φin(x, y)を有する場合は，PSLMに表示する変調パターンから φin(x, y)を
差し引いた分布を表示することにより，入力光の位相を打ち消した上で位相パターンを付与するこ

とができる．続いて，従来の DPMでは式 (4.1)，式 (4.2)の第 3項（± cos−1 [Ades(x, y)]）で 2光波
の間の光路長差を調節することにより強度変調を行っていた．したがって，入力光が Ain(x, y)の振
幅分布を有する場合は，arccosの引数を Ades(x, y)/Ain(x, y)とすることで入力光が平面波以外の場
合においても所望の波面を出力として得ることができる．以上をまとめると，式 (4.1)，式 (4.2)は
それぞれ以下のように書き直される．

θ1(x, y) = φdes(x, y) − φin(x, y) + cos−1
[

Ades(x, y)
Ain(x, y)

]
(4.1)

θ2(x, y) = φdes(x, y) − φin(x, y) − cos−1
[

Ades(x, y)
Ain(x, y)

]
(4.2)

ただし，強度分布の変調は減衰によってのみ行われるため，すべての空間位置で Ades(x, y) < Ain(x, y)
を満たすように Ades(x, y)を規格化しておく必要がある．そのため，LP11 のように中心部分に強度

を有さない空間モードから基本モードである LP01 への変換については，出力として完全な LP01 の

波面を得ることは不可能である．また，入力光が基本モードであっても，ビームの裾は強度が低い

ため，動径方向に幅広い分布を有するような光波面を再生する場合は光利用効率が極めて低くなる．

このような場合は，所望の波面の分布よりも十分大きくなるように入力光のビーム径を広げておく

必要がある．なお，上式の第 2 項について，入力光の位相分布を φin(x, y) と置いているが，空間
モード変換の場合に入力光である SMF出射光は位相分布を有さないため省略が可能である．
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図 4.1 各手法における光学系の構成と変調分布の比較．(a)位相板，(b)軸
外計算機合成ホログラム，(c)二重位相ホログラム，(d)デュアルフェーズ
モジュレーション
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また，軸外 CGHなどの従来手法で LCOS（liquid crystal on silicon）デバイスのような反射型の
素子を変調器として利用する場合，光学系は図 4.2に示す 2通りが考えられる．図 4.2(a)のように
ビームスプリッタ（beam splitter：BS）を介した構成では，BSの透過光が素子に入射し，変調を受
けた光波が BSによって反射した成分が出力として得られる．このとき，入力光が BSで反射した
成分，そして変調を受けた光波が BSを透過する成分は出力に寄与しないため，最低でも約 6 dBの
損失を生じる．一方で，図 4.2(b)のように素子表面に対して入射角 θin（> 0）を与えた構成では，
入力光と変調を受けた光波との光軸間に 2θin の角度差が生じるため，BSを要さずに出力光を抽出
することができる．しかしながら，この場合は入射光は素子に垂直入射しないため，素子に反射防

止膜が施されている場合は反射防止膜が設計通りに動作せずに不要な反射光が出力に混入する可能

性がある．また，図 4.3に示すように，変調量の境界付近において複数の画素を通過する成分が生
じ，変調量が意図したものから変化することも考えられる．したがって，図 4.2(b)の構成では，高
い光利用効率が得られるものの，変調精度の低下が懸念される．一方で，DPM は先述した通り 2
台の PSLMの並列配置によって構築されることから，BSによって反射・透過した光波の両方が変
調に利用され，各 PSLMによって位相変調を受けた光波が干渉した結果が出力として得られる．そ
のため，図 4.2(a) の構成において生じていた BS に起因する損失は DPM では生じない．これは，
Michelson干渉計において建設的（もしくは破壊的）な干渉を生じるように光路長差を調節するこ
とで出力側（入力側）の光路に全エネルギを集中することができることからも理解できる．また，

結果として DPMでは素子への垂直入射が可能であることから図 4.2(b)の構成で懸念される変調精
度の低下もまた生じない．以上より，DPMを変調に利用することで精度の低下を伴わずに高効率
な空間モード変換が可能となる．

図 4.2 反射型素子を用いた場合の光学系
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図 4.3 入力光に傾斜角を与えた場合に生じる位相変調歪みの概念図．た

だし，簡単のために介面における屈折を省略している

4.3 特性解析

4.3.1 入力ビーム径の最適化

4.2節で述べたように，DPMにおける強度分布の変調は干渉計の出力光量比を空間的に制御する
ことによって実現される．このとき，吸収などの影響を無視すると，干渉計の出力強度の総和はエ

ネルギー保存則より入力光の強度と等しくなる．そのため，各画素に対して，出力される強度は入

力光の強度を上回ることができない．空間モード変換においては，入力光が基本モード，すなわち

ガウシアン分布に近い強度分布を有することから，図 4.4(a)のように入力ビーム径が所望とする光
波に対して小さすぎる場合，入力光の裾で Ades(x, y)/Ain(x, y)が最大値をとることとなり，大きな
損失を生じることとなる．一方で，入力ビーム径を大きく取りすぎた場合でも，図 4.4(c)のように
損失が大きくなる．そのため，モード変換の効率を最大化するためには変換目標に対して最適な入

力ビーム径を把握しておく必要がある．本節では，位相板と DPMのそれぞれについて，最適な入
力ビーム径を求めるための数値解析について述べる．

図 4.4 入力ビーム径と変調後の強度分布の関係
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本解析では，入力ビーム径を 0.6 mmから 2.2 mmの範囲に亘って変化させ，位相板と DPMのそ
れぞれについて変換性能を評価した．数値解析のパラメータを表 4.1に示す．変換目標は図 4.5に
示す 6モードファイバの各導波モードとし，入力光はガウシアンビームに近似して解析を行った．
解析ピッチ 10 µm，解像度 512×512の PSLMの利用を想定し，PSLMと FMFとの間には倍率 100
倍の理想的な縮小光学系があるとした．すなわち，変調によって得られた出力分布の解析ピッチを

1/100倍である 0.1 µmで再定義し，FMFの端面における波面とした．得られた変換後の波面から，
各導波モードに対する結合効率を以下のように算出した．

ηn =

�����∑
x

∑
y

Econv(x, y) · Pn(x, y)
�����2 (4.3)

ここで，Econv(x, y)と Pn(x, y)は，それぞれ変換後の光波と n番目の導波モードの複素振幅分布で

ある．ただし，添え字 t は変換目標を意味し，入力光と Pn(x, y) は強度分布の総和が 1 になるよ
うに規格化されているとする．各導波モードの複素振幅分布はコア径 12 µm，規格化周波数 5.02
（λ = 1550 nm）の二乗分布屈折率ファイバを想定して算出した．
図 4.6 に変換目標を LP02 とした際の入力ビーム径と各導波モードに対する結合効率との関係を

示す．位相板による変換では，変換目標である LP02 に対する結合効率は全解析区間で比較的高い

値をとっており，クロストークとなる LP01 に対する結合効率は Din = 1.23 mm付近において極小
値をとっている．しかしながら，入力ビーム径が僅かでも変化すると LP01 に対する結合効率が急

激に上昇する．一方で，DPMによる変換では，ある程度入力ビーム径が大きい領域では，入力ビー
ム径に依らず LP01 に対する結合効率を −60 dB未満に抑えることができている．しかし，LP02 に

対する結合効率が極大値をとる 1.14 mmから入力ビーム径が外れたときの結合効率の低下は位相板
よりも大きいものとなっている．さらに，Din が 0.8 mm付近よりも小さいときには結合効率が急
激に低下して出力が得られなくなっている．これは，先述した強度分布の変調における制約による

ものであり，DPMのような複素振幅分布の変調を行う技術では，クロストークは極めて低く抑える
ことができるが，効率低下を避けるためには変換目標に応じて入力ビーム径を適切に選択する必要

があることを意味している．したがって，位相板に対してはクロストークが最も低くなるような値

が，DPMに対しては効率が最も高くなるような値がそれぞれ最適と考えられる．ここで，図 4.7に
示すように，入力ビーム径依存性は変換目標によって異なる．そのため，本章では，各変換目標に

対してそれぞれ生じたクロストークもしくは損失について，その最大値が最小となるようなビーム

径（位相板：0.91 mm，DPM：1.32 mm）を各手法における最適入力ビーム径と定義し，以降の解
析および実験で使用した．

図 4.5 解析で変換目標とする 6モードファイバ中の各導波モード
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表 4.1 解析パラメータ

Wavelength 1550 nm
Input beam diameter, Din 0.6–2.2 mm
Grid number, Nx × Ny 512 × 512
Grid pitch in real space, dx = dy 10.0 µm
Phase modulation level 256
Core diameter of fiber 12 µm
Nomarilzed frequency of fiber 5.022
Magnification of modal profile, M 100

図 4.6 6モードファイバ中の LP02 を目標とした変換における入力ビーム

径と各導波モードに対する結合効率の関係．(a)位相板，(b)DPM
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図 4.7 各変換目標に対する入力ビーム径依存性．(a)位相板における最大
クロストーク，(b)DPM における挿入損失．各図中の矢印がそれぞれの最
小値を与える

4.3.2 変調解像度依存性

現在市販されている LCOS-SLMは 100万程度の画素を有しており，8 bitのグレースケール画像
を入力することから 2π の位相変調を 200近い階調数で実現することができる [7]．モード分割多重
伝送で用いられる LPモードは強度・位相ともに細かな空間分布は有していないため，市販品で十
分に高精度な空間モード変換が実現できる．しかし，合分波器を構築するためには多重伝送に用い

られる空間モードの数だけ変換器が必要となるため，コストや光学系規模の観点から SLMの変調
領域を分割して並列的に空間モード変換を実現する構成が考えられる．このとき，空間モード 1つ
あたりに割り当てられる SLMの解像度は必然的に低くなる．また，位相変調の階調数についても，
リソグラフィなどにより作成した位相板を用いて DPMを構築する場合は，製造性の観点からより
少ない階調数での実現が望ましい．そこで，本節では，DPMによる空間モード変換の変調解像度依
存性を評価した数値解析について述べる．

解析パラメータは表 4.1とほとんど共通だが，入力ビーム径は先の解析において各手法に対して
最適化したものを用いた．SLMの面方向の解像度については 4 × 4から 512 × 512の範囲で，階調
数については 2から 256の範囲で評価した．ただし，面方向の解像度を変化させる際には，解析精
度そのものの低下を防ぐために，解析グリッド数自体は 512 × 512で固定として SLMに与える変
調画像を解像度に合わせてオーバーサンプリング処理を与えた．また，面方向の解像度依存性を評
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価するときの階調数は 256，階調数依存性を評価するときの面方向解像度は 512 × 512として解析
を行った．DPMに加えて位相板と二重位相ホログラムに対しても同様の解析を行い，6モードファ
イバ中の各導波モードを目標とした変換について性能を比較した．変換性能については，式 (4.3)
から，モード間クロストークおよび挿入損失を算出することによって評価した．まず，モード間ク

ロストークは，変換目標である導波モードに対する結合効率 ηt とそれ以外の導波モードに対する結

合効率の比により以下のように求められる．

Xn =
ηt
ηn

(n , t) (4.4)

挿入損失については，変換目標に対する結合効率を用いて以下のように求められる．

L =
1
ηt

(4.5)

まず，面方向の解像度依存性について各手法ごとに評価した結果を図 4.8に示す．位相板はもと
より 0と π の簡単な構造を有しているためであり，さらに解像度を増加しても性能に変化はないと
考えられる．一方で，二重位相ホログラムや DPMでは空間的に連続的な強度分布を変調すること
から，解像度の増加に伴い性能が継続的に向上している．また，いずれの手法においても LP21e と

LP02 を目標とした変換について比較的高いクロストークを示している．これは，LP21e は xy 平面

において斜め方向に，LP02 は円周方向に位相の境界を有することから，今回の解析のように変調器

の画素が xy 平面の各軸方向に並ぶメッシュ構造を想定している場合は，位相境界を正確に再現で

きずに大きな解析誤差を生じるためである．しかし，LP21e については縮退関係にある LP21o と 45◦

回転対称の関係にあるため，上記の解析誤差は本質的な変換性能を与えているとは言えない．そこ

で，LP21e を除いた 5モードに対する変換性能を各手法ごとに比較する．結果は図 4.9のように，位
相板では面方向解像度が 3 bit，すなわち 8 × 8で性能が頭打ちになるのに対し，二重位相ホログラ
ムと DPMでは解像度の増加に伴い性能が継続的に向上する．位相板よりも優位になる解像度は 4
bit，すなわち 16× 16と得られ，LCOS-SLMが持つ解像度に対して比較的低解像であっても高い精
度での空間モード変換が可能であることが分かった．
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図 4.8 各手法における変換性能の面方向解像度依存性．(a)位相板，(b)二
重位相ホログラム，(c)DPM
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図 4.9 面方向解像度依存性まとめ．二重位相ホログラムによる結果は

DPMとほとんど一致している．ただし，いずれの手法についても LP21e を

目標とした結果は除き，5 つの空間モードに対して得られた結果の最大値
をプロットしている

続いて，階調数依存性について評価した結果を図 4.10に示す．先ほどと同様，位相板では変調深
さは 2値で固定のため，変換性能は変調の階調数に依存しない．二重位相ホログラムと DPMでは，
それぞれ位相変調パターンに強度変調成分がエンコードされているため，変調の階調数が増加する

に従い強度変調の精度が向上している．これらの結果を手法ごとにまとめた結果を図 4.11に示す．
図より，変換性能は位相変調の階調数が 3 bit，すなわち 8値以上のときに位相板よりも高精度な変
換を行えることが分かった．この結果も面方向解像度依存性と同様，通常の LCOS-SLMの仕様の
範囲に十分収まる値であり，さらに 8値程度であればフォトリソグラフィによる位相マスクの作製
も可能であると考えられる．



54 第 4章 デュアルフェーズモジュレーションの空間モード変換への適用

図 4.10 各手法における変換性能の変調階調数依存性．(a)位相板，(b)二
重位相ホログラム，(c)DPM
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図 4.11 変調階調数依存性まとめ

4.4 変調器から生じる不要 0次光の低減

4.4.1 不要 0次光の原因と変調に与える影響

PSLMからは所望の変調を受けた光波に加えて変調とは無関係な光波が生じ，出力に混入するこ
とで変調精度を低下させる [8,9]．この変調とは無関係な光波は低空間周波数成分で構成され，焦点
面で光軸上に強い強度ピークを与えることから，0次光と呼ばれる．本論文では，二重位相ホログ
ラムや DPMが 0次光に波面を再生するため，これらと区別するために波面変調に寄与しない 0次
光を特に不要 0次光と称することとする．不要 0次光が発生する主な原因としては，画素電極間の
間隙や表面ガラスなどの端面から生じる反射光や画素間の電極漏洩，そして変調の非線形性などが

挙げられる．通常，不要 0次光が出力に与える影響を低減するためには，PSLMに表示する変調パ
ターンの校正 [10–13]や傾斜位相の付加による空間周波数シフトが行われる [14]．PSLMの校正で
は，事前に干渉や回折を利用して PSLMに表示する画像の輝度値に対して実際に光波に与えられた
位相変調量の応答を測定し，得られた応答から逆算することで所望の変調量に対する表示画像の輝

度値を得る方式が一般的である．校正の方法については，これまでに様々な手法が提案されている

が，画素間の電界漏洩や変調の非線形性など，PSLMに表示する変調パターンに依存する要因が含
まれることもあり，PSLMの校正では不要 0次光の完全な排除は難しい．また，校正には専用の光
学系を用意する必要がある場合が多く，動作環境の変化に対して動的に対応することが難しいこと

も問題として挙げられる．一方，空間周波数シフトによる不要 0次光対策では，不要 0次光がフー
リエ面において光軸上に強い強度ピークを生じることを利用し，変調パターンに傾斜位相を付与す

ることで再生波面の空間周波数をシフトさせ，フーリエ面でフィルタリングを行うことで不要 0次
光を取り除く．この手法では PSLMの校正よりも効果的に不要 0次光を取り除くことが可能である
が，空間フィルタリングにより再生波面を構成する空間周波数が制限されるだけでなく，空間キャ

リア周波数が高くなるほど光利用効率の低下を引き起こす．空間モードは比較的低い空間周波数成

分によって構成されることから，空間フィルタの適用自体は問題にならないが，効率の低下は望ま

しくない．

これらに対して，DPMでは，光波の干渉を利用した不要 0次光の低減が可能である．その根拠と
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しては，まず，DPMは 2台の SLMを用いるため，両方の PSLMからそれぞれ不要 0次光が生じる
ことにある．このとき，各 PSLMには異なる変調パターンが表示されていることから，生じる不要
0次光もまた異なる波面を有している．しかし，不要 0次光はフーリエ面で光軸上に集まることか
ら，空間的に比較的緩やかな変化をする位相分布を有していることが分かる．そのため，両 PSLM
から生じる不要 0次光同士が破壊的干渉を起こすように PSLM間の光路長差を調節することで，出
力への不要 0次光の影響を低減することができると考えられる．この方法では，PSLMに表示する
パターンの校正や空間周波数シフトを要さずに，光学系の調整のみにより不要 0次光の低減が可能
である．加えて，動作環境の変化により不要 0次光の状態が変化した場合であっても，干渉状態を
イメージセンサで観測するなどして光路長差を再調整することで動的な対応が可能である．

4.4.2 実験による検証

まず，DPMによる不要 0次光の低減効果を図 4.12に示す光学系により確認した．光源には波長
532 nm のレーザ光を用い，SMF から出射した光波を直径約 1.2 mm にコリメートして PSLM に
照射した．PSLM には，図 4.12 中に示すような，0 と π の位相変調量が交互に配置されたチェッ
カーボードパターンを表示する．このとき，理想的には全ての光波が 1次光として回折して 0次光
は生じないため，フーリエ面に光彩絞りを設置して不要 0次光のみを抽出する．実験では，1台の
PSLMから生じる不要 0次光と干渉を生じているときとを比較するために，片方の PSLMへの光路
をシャッターで遮断し，1台の PSLMから生じる不要 0次光の強度分布を CCDで取得した．その
後，両シャッターを開放し，両方の PSLMから生じる不要 0次光を干渉させ，強度分布を CCDで
観測しながら PSLM2を載せた移動ステージの光軸方向のアクチュエータを操作して干渉状態を変
化させた．CCDによって取得した不要 0次光の強度分布と，強度値の総和から算出したパワーを図
4.13に示す．各 PSLM単体から生じた不要 0次光の強度分布およびそのパワーより，両 SLMから
ほぼ同程度の不要 0次光が生じていることが分かる．また，干渉時の結果から，光路長差の調節に
より干渉状態が明確に変化しており，光路長差の調整により不要 0次光の量を低減することが可能
であることが分かる．ここで，PSLM1から生じた不要 0次光と破壊的干渉を起こしているときの
不要 0次光とでパワーを比較すると，PSLMが 1台のときと比べて約 57%の不要 0次光パワーの
低減が確認された．
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図 4.12 デュアルフェーズモジュレーションにおける不要 0次光の低減効
果を確認するための光学系．BS：beam splitter，PSLM：phase-type spatial
light modulator，CCD：charge-coupled devic

図 4.13 干渉による不要 0次光の強度分布の変化．各図右下に記載してい
る数値は建設的な干渉を起こしているときを 1とした場合の各画像の輝度
値の総和である
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4.5 原理実証実験

4.5.1 実験概要

本実験では，SMFから出射した光波が持つ基本モードを数モードファイバの各導波モードへと変
換した．変換目標は 6個の導波モードを有する FMFの各導波モード（LP01，LP11e，LP11o，LP21e，

LP21o，LP02）とし，DPMと従来法である位相板，軸外 CGH，二重位相ホログラムとでそれぞれ実
験を行いモード変換性能の比較を行った．なお，本実験では入力ビーム径が固定であるため，分布

の拡大率を手法ごとに変えることで最適化している．このときの拡大率は，位相板による変調に対

しては 74.1 倍，それ以外の手法に対しては 129.1 倍と与えた．これらの値は，位相板に対しては
LP01 と LP02 との間に生じるクロストークが最小となる値，それ以外の手法については各変換目標

に対して生じる損失の最大値が最小となる値である．ただし，ファイバ伝搬中に生じるモード結合

やモード依存損失，そして合分波器に起因するクロストークなどを廃して評価するために，変換後

の光波の波面を直接計測してファイバ中の各導波モードへの結合効率を算出し，MXTおよび挿入
損失を評価した．ただし，挿入損失については，変換目標に対する結合効率と実光学系上で取得し

た光パワーにより以下のように算出した．

Lm =
Pin

ηmPconv
(4.6)

ここで，Pin，Pconv はそれぞれ入力光と変調後の光波の光パワーである．

4.5.2 実験光学系

実験に用いた光学系を図 4.14に示す．光源には波長 532 nmの CWレーザ（DPSS）を用い，レー
ザ光を SMFへと結合することで基本モードを得た．ここで，光源の波長は実験の簡単のために 532
nmを用いたが，各素子を対応するものに変更することで通信波長帯においても問題なく動作するは
ずである．SMFから出射した基本モードを有する光波は対物レンズ（OL）により直径約 1.2 mmで
コリメートされ，半波長板（HWP1）と偏光ビームスプリッタ（PBS）を通過して DPMを構成する
ビームスプリッタ（BS1）へと入力する．ここで，HWP1で偏光方位を回転させることにより PBS
の分岐比を制御することができる．BS1を反射，透過した光波はそれぞれ PSLM1，PSLM2による
位相変調を受ける．各 PSLMに表示する画像については，2π の位相変調を与える階調値が仕様に
より PSLM1は 87，PSLM2は 157と与えられているため，グレースケール値をこれらに合わせて
設定した．ただし，DPM以外の手法で変換する際は，PSLM2への光路をシャッターで遮断するこ
とで PSLM1のみを用いた変換を行った．また，軸外 CGHに与える空間キャリア周波数は，利用
する PSLMによって表現可能な最大空間周波数とした．このときの +1次回折光の回折角は 0.76◦

であり，+1次回折光が光軸上に現れるように PSLM1を 0.76◦ だけ傾けて配置した．PSLMによる
位相変調を受けた光波は BS1 の図中下方向へと出力し，2 枚のレンズ（L1，L2）からなるリレー
光学系を介して CCDに導かれる．このリレー光学系は PSLMの液晶表面が CCDの素子表面に結
像するような配置となっている．PSLMと CCDを結像するレンズの間に設置されている光彩絞り
（Iris）は，回折を利用する軸外 CGHと二重位相ホログラムにおいて不要な回折光を除去するため
に用いられ，そのときの開口の直径は約 2 mmであった．位相板と DPMによる実験の際には空間
フィルタリングは不要なため，開口は最大の約 22 mmまで広げることでほぼ全ての光波を通過させ
た．一方で，PBSを反射した光波は波面計測の際の参照光として用いるため，HWP2で偏光方位を
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90◦ 回すことで変換後の光波との偏波面を一致させた．その後，ビームエキスパンダ（BE）により
ビーム径を十分に広げられた後に BS2を反射し，CCD上で変換後の光波と干渉した．このときの
入射角には変換後の光波の入射角に対して x 軸，y 軸ともに 3◦ 程度の傾斜を与えることで干渉縞を
生成し，CCDで取得した干渉縞の強度分布からフーリエ変換法により変換後の波面を計測した．
挿入損失を評価するために必要となる入力光と変換後の光波の光パワーについては，それぞれ図

4.14中の丸印をつけた箇所で測定した．ここで，変調後の光波のパワーについては，大気揺らぎな
どの影響により DPM の干渉状態が時間的に変化しており，DPM の干渉状態を CCD で観測しな
がら測定する必要があったため，BS2から反射した光波のパワーを測定した．その後，事前に測定
した BS2の反射率を除することで BS2へと入力する前の光パワーを算出し，挿入損失の評価に使
用した．また，本実験系では光源と SMFの接続は自由空間上で行われており，大気揺らぎなどの
影響により SMFへの結合効率もまた時間的に揺らいでいる．そのため，測定される光パワーの値
は 10% 程度の揺らぎを有していることから，損失値については厳密な値ではないことに注意され
たい．

図 4.14 デュアルフェーズモジュレーションによる空間モード変換の原理

実証のための実験光学系．SMF：single-mode fiber，L：lens，M：mirror，OL：
objective lens，HWP：half-wave plate，BS：beam splitter，PBS：polarizing
BS，PSLM：phase-type spatial light modulator，CCD：charge-coupled device
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4.5.3 ピクセルマッチング

本実験のように，変調を受けた波面を計測し，計測した波面を用いて変調性能を評価するよう

な実験の場合，変調器と計測器の画素同士を対応付けるための光学設計が重要である．図 4.15
に本実験における PSLM と CCD との画素の対応関係を示す．位相変調には浜松ホトニクス製の
LCOS-SLM（PSLM1：X10468-01，PSLM2：X12222-01）を用いており，両 PSLMともに画素ピッ
チは 20 × 20 µm，解像度は 800 × 600 である．一方で，CCD は Allied Vision Technologies 製の
Stingray F-125Bを用いており，画素ピッチは 3.75× 3.75 µm，解像度は 1280× 960である．PSLM
の液晶面は 150/200倍の縮小光学系を介して CCDに結像することから，PSLMの画素は CCD上
では 15 × 15 µmの周期で並ぶこととなる．これは，CCDの 4 × 4画素が PSLMの 1画素に対応付
けられることを意味しており，本実験では PSLMの中央 128 × 128画素が CCDの中央 512 × 512
画素に結像するようにアライメントを行った．そして，フーリエ変換法により取得した 512 × 512
画素の複素振幅分布に対してビニング処理を行い，128 × 128に解像度を落としてから結合効率の
算出を行った．

図 4.15 変調器と撮像素子との画素の対応関係

4.5.4 光学収差の補償

レンズなどの光学素子が有する収差や PSLMが有する初期形状歪みなどに起因する位相歪みは，
空間モード変換における精度低下の要因となる．そのため，本実験では，空間モード変換を行う前

に収差情報を取得して変調パターンに反映することで位相歪みの補償を行った．具体的な流れを以

下で述べる．まず，PSLM2への光路をシャッターで遮断し，PSLM1に全画素が黒のブランク画像
を表示した．このとき，PSLM1を反射した光波の波面をフーリエ変換法により取得すると，光学
収差や PSLMの形状歪みの情報を含んだ位相分布が得られる．この分布の符号を反転させた位相共
役分布を PSLM1 に与えると，位相共役の原理により位相歪みが打ち消され，CCD 上では平面波
が得られる．そのため，図 4.16 のように，変調パターンから取得した位相歪みを差し引いた分布
を PSLM に表示するとことで，収差を補償したうえで変調を与えることができる．同様の操作を
PSLM2に対しても行うことで，DPMにおける光学収差の補償を行った．
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図 4.16 光学収差の補償

4.5.5 不要 0次光低減の効果

手法ごとの変換性能の比較に先んじて，DPMが有する不要 0次光低減効果が空間モード変換に
与える影響を評価した．4.4.2節では変調を受けた光波は全て光彩絞りにより遮断されていたが，今
回は遮断せずに出力することとなるため，4.4.2節のように単に PSLM間の光路長差を物理的に調
節するだけでは DPMの干渉状態も変化してしまう．そのため，物理的に与える光路長差 ∆z に対

して片方の変調パターンに ∆φ = −2π∆z/λ の位相シフトを与えることで，物理的な光路長差を相
殺する必要がある．本実験では，変換目標は LP11e とし，PSLM1 に表示する画像は一定のまま，
PSLM2に与える位相パターンに −π から π/4まで π/4刻みで位相シフトを与え，各パターンに対
して DPM の干渉が成立するように PSLM2 を載せた移動ステージのアクチュエータを操作した．
各位相シフト量に対して計測された変換後の光波の複素振幅分布を図 4.17 に示す．図 4.17 より，
周囲の位相分布は大きく変化しているが，強度を有している部分の位相値ついてはほとんど変化が

見られない．一方で，強度分布については，与えた光路長差に応じて上下のピーク間の強度のバラ

ンスが大きく変化していることから，不要 0次光と変調を受けた光波との干渉状態が変化している
ことが分かる．ピーク間の強度差が一番小さくなるのは ∆φ = −π/4のときであり，図 4.18に示す
最大 MXTも同様に ∆φ = −π/4のときに一番低い値を示した．不要 0次光の打ち消しが生じてい
るときと，それ以外とではMXTに約 10 dBの差が生じていることから，モード変換において DPM
による不要 0次光の打ち消しが極めて効果的であることが言える．ここで，PSLM2に与えた位相
シフト量については，4.4.2節で不要 0次光同士が破壊的干渉を起こしているときの PSLMの z 位

置において ∆φ = 0としていたが，本節の実験結果では ∆φ = −π/4のときが最良の結果を与えた．
これは，不要 0次光の原因に画素間の電界漏洩など，PSLMに表示する変調パターンに依存して変
化する要因が含まれているためであり，この結果から変調パターン毎にそれぞれ適切な条件が存在

することが分かる．ただし，以降の実験では，簡単のために，空間モード変換のために与える変調

パターンは変換目標に対して大きな変化はないと仮定し，PSLM2に与えるパターンに ∆φ = −π/4
の位相シフトを与えて分布を生成した．
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図 4.17 位相シフト量ごとの変換後の強度および位相分布

図 4.18 与えた光路長差と変換性能の関係

4.5.6 従来法との性能比較

図 4.19に LP11e を変換目標とした際の各手法による変換後の複素振幅分布と，変換目標への結合

効率を示す．図 4.19(a)より，位相板による変調では，PSLMと CCDを結像するリレーレンズの開
口数により位相の境界部分の強度が欠落しているが，ほぼ入力光である基本モードの強度分布が保

存されている．対照的に，他の手法では複素振幅分布の変調が行われることから，図 4.19(b)–(d)で
は位相分布だけではなく強度分布も変調されている．加えて，各手法による結果の変換目標に対す

る結合効率を比較すると，軸外 CGHと DPMが最も高精度に変換目標の波面を再生していること
が分かる．二重位相ホログラムでは，位相板よりは高い結合効率を示したものの，不要 0次光が出
力に混入したことにより変調精度が低下している．
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図 4.19 変換後の強度および位相分布．(a)位相板，(b)軸外計算機合成ホ
ログラム，(c)二重位相ホログラム，(d)デュアルフェーズモジュレーショ
ン

続いて，全変換目標に対して生じたクロストークと挿入損失を評価した結果について述べる．ま

ず，図 4.20にクロストークを評価した結果について示す．横軸は変換目標であり，縦軸は各変換目
標に対して生じたクロストークの最大値を示している．位相板では，変換目標によってクロストー

クの値が大きく変動しており，LP01 と LP02 を目標とした変換では −15 dB を超える値を示した．
対して，軸外 CGHと DPMでは全変換目標に対して −20 dBを下回る値が得られた．二重位相ホロ
グラムでは，軸外 CGHや DPMと同様に複素振幅分布の変調を行ったにもかかわらず，全手法の
中で最も高いクロストークが生じた．これは，二重位相ホログラムでは所望の光波が不要 0次光と
同軸に生じるが，DPMのように不要 0次光を低減することができないため，出力に混入した不要
0次光が変換精度を低下させたと考えられる．また，複素振幅変調による手法において変換精度が
変換目標によって変動している理由としては，PSLMと CCDとを結像する光学系のアライメント
誤差や，不要 0次光の波面が変調パターンによって変動していることが考えられる．次に，図 4.21
に各変換目標に対して生じた挿入損失を示す．位相板と DPMでは，いずれの変換目標に対しても
約 10 dBと，他の手法と比べて比較的低い挿入損失を示した．一方で，軸外 CGHでは所望の回折
光を空間フィルタで抽出したことにより，約 18 dBと全手法の中で最も高い損失を示した．二重位
相ホログラムでも空間フィルタを用いているが，所望の回折光が現れる回折光の次数が 0次と ±1
次とでは回折効率が異なることから，2手法の間には大きな差が生じている．軸外 CGHの回折効
率は変調パターンを生成するときに与える空間キャリア周波数を低くすることで改善が可能である

が，0次光との角度差が小さくなることから，空間フィルタによる回折光抽出の精度が低下するこ
とが考えられる．以上の結果より，従来手法である位相板，軸外 CGH，二重位相ホログラムでは精
度か効率のいずれかは低い値を示していたのに対し，DPMでは高精度かつ高効率なモード変換が
可能であることが実証された．
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図 4.20 各変換目標に対するクロストークの最大値

図 4.21 各変換目標に対する挿入損失

4.6 まとめ

本章では，精度の高さを特徴とする DPMを空間モード変換へと適用する取り組みについて述べ
た．まず，DPMを空間モード変換へと応用するにあたり，PSLMに反映する変調パターンの改良
を行った．その後，入力ビーム径や変調解像度に関する特性を解析することで，DPMによる空間
モード変換に要求される光学系の構成条件を明らかにした．数値解析によって得られた結果より，

DPMに要求される面方向解像度および変調深さはフォトリソグラフィによって製造される位相マ
スクでも十分に実現可能な範囲にあることがわかったため，スタティックな位相マスクの並列配置

により，LCOSを利用するよりも安価に DPMの実現が可能であることが示された．さらに，SLM
から生じる不要 0次光の性質と変調に与える影響を述べ，DPM特有の不要 0次光低減効果につい
て実験を通じて実証した．最後に空間モード変換に関する実験を行い，DPMと従来手法とで結果
を比較することで提案手法の優位性を実証した．
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DPMは 2台の PSLMによって構成される干渉計により実現されることから，PSLM間の位置や
角度について，アライメントを慎重に行う必要がある．また，大気の揺らぎや温度変化などにより

光路長差が変動した場合は光路長差の再調整が必要となるが，出力光もしくは入力側に戻ってきた

光波の空間分布を観測して PSLMの位置にフィードバックを与えることで解決は可能である．
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5 波面重ね合わせ法による
空間モード変換の高効率化

5.1 はじめに

4.3節で行った解析では，いずれの手法に対しても理想的な変調が行われることを想定していた
が，デュアルフェーズモジュレーション（dual-phase modulation：DPM）[1] による光波面変調よ
りも位相板 [2, 3]による位相のみの変調の方が効率的な空間モード変換を実現することが示されて
いる．ここでいう理想的とは，強度分布の変調が空間的な減衰によって実現されることを前提とし

ており，DPMで得られる変調後の強度分布は入力光の強度分布に内接するような分布となる．こ
れは，直感的には位相変調と同等の効率が得られそうに思える．そこで，空間モード変換における

挿入損失を強度変調の際に与える減衰に起因する変調損失と，変調後の光波が変換目標以外の導波

モードあるいは放射モードに結合することによって生じる放射損失に分けて考える．位相板では理

想的には位相分布のみが変調されるため，変調損失は生じず，挿入損失は全て放射損失であると言

える．一方で，DPMなどによる複素振幅変調では，出力は変換目標の波面を有していることから，
理想的には放射損失は生じない．すなわち，空間的な減衰によって実現される強度変調に起因する

変調損失が支配的であると言える．このとき，位相板における放射損失が複素振幅変調における変

調損失よりも小さいという事実は，出力が複数の空間モード成分により構成されている状態が効率

的な変換に寄与することを示唆している．そこで，本章では，自由空間型の空間モード変換技術に

ついて，強度変調による限界を超えた高効率な変換を可能とする新たな理論を提案する．以下では

提案する波面重ね合わせ法の原理について説明し，数値解析および実験を通じた原理実証，性能評

価を行う．

5.2 強度分布の変調による損失

光波の複素振幅分布を制御するデバイスとしては，静的な用途においては光学マスクが，動的な

用途には LCOS（liqiud crystal on silicon）などによる空間光変調器（spatial light modulator：SLM）
が主に用いられる．ここで，光学マスクには，フォトリソグラフィに用いられるような光波を空間

的に遮断して強度分布を整形するマスクや，ガラスなど屈折率を有した媒質の厚さや屈折率に空

間的な変化を与えることで位相分布を変調する位相板などが挙げられる．光学マスクや SLMなど
のデバイスを用いて強度分布の変調を行う場合，通常は入力光に対して空間的に減衰量を制御す

ることにより変調が実現される．このとき，最も効率的に変調を行った場合であっても，変調器の

出力直後では図 5.1に示すように入力光に内接するような強度分布が出力として得られることとな
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る．このとき，入力光から減衰された成分については全て損失となるため，基本モードのように

光軸中心に強度ピークを有する入力光から高次の空間モードの強度分布を再現するためには大き

な損失が生じる．ただし，図 5.1は理想的な変調が行われた場合を表しており，実際には変調器に
よる吸収や端面反射，開口率（フィルファクタ）に起因する損失に加え，計算機合成ホログラム

（computer-generated hologram：CGH）[4, 5]などでは更に回折効率がかかることになる．

図 5.1 強度分布の変調によって生じる損失

5.3 波面重ね合わせ法の基本原理

本章で提案する波面重ね合わせ法は，複数の空間モードによる波面の重ね合わせによって生じる

波面形状の変化を利用し，先述した強度変調における限界を超えた出力を得るための手法である．

この手法は出力光を構成する変換目標以外の空間モード成分を除外するためにファイバ自体が有す

るモードフィルタ機能を活用することから，クロストークの悪化などのデメリットを生じずに光利

用効率を向上することができる．以下では，波面重ね合わせ状態が強度変調における限界を超えた

目標成分を内包する原理について，簡単のために 1次元的な正弦波モデルを用いた説明を行った後
に，空間モード変換の場合について原理を説明する．その後，出力光を構成する波面重ね合わせ状

態を導出するための計算過程について述べる．

5.3.1 正弦波モデルによる原理の説明

本節では，図 5.2に示すように，均一な振幅 Aを有する状態から一定の周期で正弦波状に振動す

る分布へと変換する場合について考える．ここで，横軸はあくまで空間座標であり，時間発展は考

慮していないことに注意されたい．また，ここでは強度分布と位相分布の変調がそれぞれ独立に，

かつ，理想的に行われるものとする．まず，位相分布の変調について，π の位相変調は eiπ = −1よ
り振幅の符号反転を与えることから，変換目標の周期に合わせて位相分布の変調を与えることで図

5.2(a)のような方形波状の振幅分布を得る．続いて，強度分布の変調を与えるが，5.2節で述べたよ
うに，強度変調は減衰のみによって実現されるため，出力光の振幅は図 5.2(b)に示すように [−A, A]
の範囲に制限される．ここで，図 5.2(a)の分布に注目すると，この状態は反転の周期を 2L と置く
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と次式のような周期関数として表される．

f (x + 2L) = f (x) =
{

A 0 < x ≤ L
−A L ≤ x < 2L

(5.1)

さらに， f (x)が奇関数であることから，式 (5.1)はフーリエ級数によって以下のように表すことが
できる．

f (x) =
∞∑
k=1

bk sin
kπ
L

x (5.2)

これは，図 5.2(a)の振幅が図 5.3に示すように複数の正弦波振幅の重ね合わせによって成り立って
いることを示しており，この中で，所望とする周期を持つ成分に対するフーリエ係数を求めると

b1 =
2
L

∫ L

0
f (x) sin

π

L
x dx

=
2A
L

∫ L

0
sin
π

L
x dx

=
2A
L

[
−L
π

cos
π

L
x
]L

0

=
4A
π

(5.3)

と得られる．ここで，フーリエ係数が Aよりも大きい値をとることから，波面重ね合わせ状態に内

包されている周期 2L 成分は図 5.2(b)に示す複素振幅変調による出力よりも大きな振幅を有するこ
とが分かる．この正弦波モデルにおいては，波面重ね合わせ状態は所望とする周期 2L に対して整

数倍の周期 2nL の正弦波のみによって構成されるため，閾値を 2L から 4L の間に設定した低域通

過フィルタを通すことにより，式 (5.3)の係数を保った状態で周期 2L の成分を抽出することができ

る．以上の説明を二次元に拡張すると，ちょうど平面波から特定の空間周波数成分を有した光波に

変調するような場合と対応しており，レンズと円形開口によって実現される光学低域通過フィルタ

を適用することによりその効果を確認できる．

図 5.2 均一な振幅から正弦波状の振幅を得るための複素振幅変調
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図 5.3 方形波における波面重ね合わせ状態の概念図

5.3.2 空間モード変換における波面重ね合わせ法

先で述べた波面重ね合わせ法の原理を空間モード変換へと適用する．まず，図 5.4(a)のように，
基本モードを有した入力光に変換目標の位相分布を付与する．この状態は，正弦波モデルの場合と

同様，変換目標を空間モード mとすると複数の空間モードの重ね合わせによって表される．

Ein(x, y) exp [iφm(x, y)] =
∞∑
k=1

CkEk(x, y) (5.4)

ここで，Ek(x, y)は空間モード k の複素振幅分布であり，各 k に対して強度の総和が 1となるよう
に規格化されているとする．Ck は空間モード k に対する結合係数であり，各空間モード間は直交

していることから以下のように内積を計算することにより求められる．

Ck =

∫ ∞

−∞

∫ ∞

−∞
Ein(x, y) exp [iφm(x, y)] E∗

k (x, y) dxdy (5.5)

ここで，∗は位相共役を表す．したがって，式 (5.4)に示す複素振幅分布に含まれる変換目標成分の
結合係数は，式 (5.5)において k = tと置くことで求められる．導出過程は割愛するが，結果として
図 5.4(b)のように入力光を上回るような振幅を有した状態で得られる．すなわち，式 (5.4)から変
換目標以外の空間モード成分を取り除くことができれば，強度分布の変調による限界を超えた出力

を得ることができる．

空間モードの重ね合わせ状態から特定の空間モードを抽出するためには，空間周波数に対する空

間周波数フィルタのような基底に合致したフィルタを用いる必要がある．ここで，光ファイバが限

られた導波モードのみを伝搬する光学素子であることを考えると，光ファイバは空間モードに対す

る低域通過フィルタとして動作することが分かる．このとき，ファイバがサポートする導波モード

数よりも高次の空間モードについては，ファイバを伝搬することができずに放射モードとなる．し

たがって，波面重ね合わせ状態をそのまま MDM伝送に利用するファイバに結合することにより，
重ね合わせ状態を構成する空間モード成分のうち放射モード成分は自動的に除外される．しかし，

ファイバが有する導波モード数は MDM 伝送に用いられるモード多重数で与えられることから，
モードフィルタの閾値を変換器側で自由に設定することはできない．そのため，波面重ね合わせ状

態を構成する空間モードの中に変換目標以外の導波モードが存在する場合は他のモードチャネルへ

のクロストークを生じることとなる．この状況は，ファイバが有する導波モード数が小さい場合は

ほとんど生じないため，3モードなど少数の空間モードによるMDM伝送においては，位相板など
による位相分布の変調のみでクロストークフリーな空間モード変換を行うことができる．しかし，
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導波モード数が 10を超えてくるあたりから上記によるクロストークが顕著になるため，出力に変
換目標以外の導波モード成分が含まれないような波面重ね合わせ状態を考える必要がある．

図 5.4 空間モードにおける波面重ね合わせ法

5.3.3 波面重ね合わせ状態の導出

本節では，空間モード変換においてクロストークの悪化を生じずに効率を向上するような波面重

ね合わせ状態の導出について述べる．先で述べたように，複数の空間モードによる波面の重ね合わ

せ状態は，変換目標のみを出力するような複素振幅変調を与える場合よりも多くの変換目標成分を

内包し得る．しかしながら，波面重ね合わせ状態を構成する空間モードに変換目標以外の導波モー

ド成分が含まれている場合は MDM 伝送においてクロストークを引き起こす．以上より，クロス
トークの悪化を生じずに高効率化を成し遂げるための要件は次のようにまとめられる．

• 出力が変換目標と放射モードの重ね合わせにより表現される．
• 出力に含まれる変換目標成分の振幅が入力光を部分的に上回る．

これらの要求を満たすような波面重ね合わせ状態を導出するために，2つ目の条件を満足すること
が前節で既に分かっている，位相分布のみを変調した状態から考え始める．この状態は式 (5.4)の
ように複数の空間モードの重ね合わせによって表されるが，ここで，MDM伝送に用いるファイバ
の導波モード数を N（> m）とおくと，式 (5.4)は以下のように導波モードと放射モードの線形和と
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して書き表される．

Ein(x, y) exp [iφm(x, y)] =
N∑
k=1

CkPk(x, y) +
∞∑

k=N+1
CkRk(x, y) (5.6)

ここで，Pk(x, y)および Rk(x, y)はそれぞれ導波モードと放射モードの複素振幅分布であり，いず
れも各 k に対して強度の総和が 1となるように規格化されているとする．この中で変換目標以外の
導波モード成分に対する結合係数は式 (5.5)により算出することができるため，これらを式 (5.6)か
ら差し引くことで

EWS(x, y) = Ein(x, y) exp [iφm(x, y)] −
N∑

k=1(k,m)
CkPk(x, y) (5.7)

が得られる．式 (5.7)の波面重ね合わせ状態は変換目標と放射モードのみにより構成され，かつ，変
換目標成分以外の導波モード成分を含まないことから，この状態を出力とした波面変調を与えるこ

とによりクロストークの悪化を生じずに効率を向上することが可能となる．

5.4 数値解析

5.4.1 原理の実証

前節で導出した波面重ね合わせ状態により空間モード変換の効率が向上可能であることを数値解

析により確認した．本解析では，変換目標を図 5.5に示す 10モードファイバの各導波モードとし，
波面重ね合わせ法を適用した場合と変換目標成分のみを出力するような複素振幅変調を与える場合

とで変換性能の比較を行った．解析パラメータは表 5.1に示す．入力光はガウシアンビームとして
近似し，複素振幅変調は強度分布と位相分布がそれぞれ独立に変調されるものとし，各変調器間の

伝搬などは考慮せずに解析を行った．また，通常 LCOSなどの変調器の画素ピッチは約 10 µmと
FMFの導波モードを十分な解像度で変調するには不十分なため，FMFの間には図 5.6に示すよう
な倍率 M の縮小光学系が配置されているものとした．ここで，縮小光学系は空間分布の大きさの

みを縮小し，分布形状に変化は与えないものとした．すなわち，FMF面における空間分布は変調後
の光波の分布における解析領域のグリッド刻みを M 倍に再定義することによって取得した．得ら

れた変換後の波面から，各導波モードに対する結合効率を以下のように算出した．

ηn =

�����∑
x

∑
y

Econv(x, y) · Pn(x, y)
�����2 (5.8)

ここで，Econv(x, y)と Pn(x, y)は，それぞれ変換後の光波と n番目の導波モードの複素振幅分布で

ある．この結合効率からクロストークと挿入損失をそれぞれ以下の式により評価した．

Xn =
ηt
ηn

(n , t) (5.9)

L =
1
ηt

(5.10)

ただし，添え字 tは変換目標を意味し，入力光は強度の総和が 1となるように規格化されているも
のとする．
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図 5.5 解析で変換目標とする空間モード

表 5.1 解析パラメータ

Wavelength 1550 nm
Grid number, Nx × Ny 512 × 512
Grid pitch, dx = dy 10.0 µm
Magnification of reducing optcal system, 1/M 1/100
Intensity modulation level 256
Phase modulation level 256
Core diameter of fiber 15 µm
Normalized frequency of fiber 6.273

図 5.6 解析モデル
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図 5.7に解析によって得られた変調後の複素振幅分布を示す．従来法では変換目標である LP11e

の複素振幅分布を正確に再現しているのに対し，波面重ね合わせ法による出力は強度分布が LP11e

とは異なる分布として得られている．ここで，これらの出力から変換目標成分への結合係数を算出

し，出力に含まれる変換目標成分の断面強度プロファイルをグラフ化したものを図 5.8を示す．図
5.8より，従来法では変換目標成分の強度分布は入力光の強度分布に内接するような分布として得
られたが，波面重ね合わせ法ではそれを部分的に上回るような結果が得られる．これは，波面重ね

合わせ法を適用することにより 5.2節で述べた強度変調による限界を超えた出力を行えることを意
味している．続いて，各変換目標に対する最大クロストーク，および，挿入損失を評価した結果を

図 5.9，図 5.10にそれぞれ示す．最大クロストークについてはいずれの手法においても −70 dB以
下と極めて低い値が得られた．このことより，波面重ね合わせ法における出力光は，変換目標以外

の導波モード成分をほとんど有していないことが分かる．さらに，波面重ね合わせ法ではいずれの

変換目標に対しても従来法よりも低クロストークでの変換が実現されている．これは，図 5.8に示
すように，従来法では入力光の強度分布が大きい領域に対して大きな減衰が与えられる一方，波面

重ね合わせ法では全体的な減衰量は低く抑えられている．そのため，図 5.11に示すように，強度変
調のダイナミックレンジを有効に活用することができていることから従来法よりも低いクロストー

クでの変換が可能になると考えられる．また，挿入損失は全ての変換目標に対して従来法よりも低

い値を示している．以上より，波面重ね合わせ法により従来よりも高効率な空間モード変換がクロ

ストークの悪化を伴わずに実現されることが実証された．

図 5.7 数値解析により得られた複素振幅分布（変換目標：LP11e）．(a)入
力光，(b)従来の複素振幅変調による出力，(c)波面重ね合わせ法による出
力
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図 5.8 従来法の出力と波面重ね合わせ法による出力に含まれる変換目標

成分の断面強度プロファイル

図 5.9 各変換目標に対して生じた最大クロストーク．グラフに現れてい

ないものについては全て −100 dB以下である
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図 5.10 各変換目標に対する挿入損失

図 5.11 強度変調の量子化と変換性能との関係の概念図．変換目標は 10
モードファイバ中の LP02 で，グラフの点線は 8 値の強度変調によって得
られる動作曲線を，細い実線は量子化を与えなかったときの出力強度分布，

太い半透明の実線は量子化を与えたときの出力強度分布を表す

5.4.2 入力ビーム径の最適化とモード多重数依存性の評価

次に，4.3.1 節でも行ったように，波面重ね合わせ法についても最適な入力ビーム径を求めるた
めに数値解析を行った．また，本節では，多重伝送に利用されるモード数が 3，6，10，15のそれ
ぞれの場合について最適な入力ビーム径を求め，波面重ね合わせ法における変換性能のモード多重

数依存性を評価した．結果の比較のために位相変調のみを行った場合と従来手法による複素振幅変

調を行った場合についても解析を行った．解析条件やパラメータは先の解析とほとんど同様である

が，表 5.2に示すように，各モード数に対してそれぞれ異なるパラメータのファイバを想定し，入
力ビーム径を変数として最大クロストークと挿入損失を評価した．ファイバのパラメータについて
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は，ファイバの導波モード数を表す下式を参考に算出した．

N =
α

2(α + 2)V
2 (5.11)

ここで，V はファイバの規格化周波数であり，真空中における波数 k0，コア半径 a，コアおよびク

ラッドの屈折率 n1，n2 を用いて以下の式によって表される．

V = k0a
√

n2
1 − n2

2 (5.12)

また，式 (5.11)中の αは屈折率分布の次数であり，ここでは 2乗屈折率分布のファイバを想定する
ため α = 2となり，導波モード数は N = V2/4となる．この式から所望とする導波モード数を有す
るファイバのパラメータを設定したが，簡単のためにコア屈折率や比屈折率差を同じものとしてコ

ア径を変化させることで各条件のモード数を有するようなファイバとなるようにした．

表 5.2 ファイバパラメータ

Number of modes 3 6 10 15
Core diameter 8.2 µm 12.0 µm 15.0 µm 18.5 µm
Normalized frequency 3.432 5.022 6.273 7.742

図 5.12に 10モードファイバ中の LP11o を変換目標としたときの入力ビーム径と各導波モードへ

の結合効率の関係を示す．まず，図 5.12(a)に示すように，位相変調のみの場合は変換目標である
LP11o 以外に LP31o と LP12o が生じており，入力ビーム径を調節したとしても，変換目標に対する結

合効率との比で表されるクロストークは −10 dB程度生じる．対して，図 5.12(b)，および，5.12(c)
では入力ビーム径によらず極めて低いクロストークでの変換が実現できているが，変換目標に対す

る結合効率は位相変調のみの場合と比べて大きく変化している．図 5.12 には示していない，他の
ファイバや他の空間モードを変換目標とした場合においても，入力ビーム径に対する結合効率の傾

向は変わらない．そのため，以降では，位相変調のみの場合は生じるクロストークの最大値が最小

となるとき，従来法および波面重ね合わせ法による複素振幅変調の場合は変換目標に対する結合効

率が最大となるときをそれぞれ最適な入力ビーム径として定義する．また，各手法，各ファイバ，

各変換目標に対する最適値をまとめたものを図 5.13に示す．
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図 5.12 各手法に対する入力ビーム径と LP11o を変換目標としたときの各

導波モードへの結合効率の関係．(a)位相変調のみ，(b)従来の複素振幅変
調，(c)波面重ね合わせ法による複素振幅変調
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図 5.13 各手法，各ファイバに対する変換目標毎の最適入力ビーム径．(a)
位相変調のみ，(b)従来の複素振幅変調，(c)波面重ね合わせ法による複素
振幅変調

続いて，入力ビーム径を最適化したうえで各手法の変換性能を比較する．図 5.14 に変換目標を
LP11o としたときの変換後の強度分布をファイバごとに示す．まず，図 5.14(a)，5.14(b) に示す従
来の変換手法では，ファイバの導波モード数に係わらず，位相変調のみの場合は強度分布は入力光

の強度分布が，従来の複素振幅変調では LP11o の強度分布がそれぞれ現れている．一方で，波面重

ね合わせ法では，出力強度は 6モードファイバと 10モードファイバとの間で急激に変化している．
これは，10モードファイバ以降では LP31o と LP12o が導波モードに含まれており，式 (5.7)の過程
で差し引かれる導波モード成分が発生するためである．以降では，全変換目標に対する変換性能を

ファイバごとにまとめることで，導波モード数依存性を評価する．まず，図 5.15に全変換目標につ
いて生じたクロストークの最大値をファイバごとにまとめたグラフを示す．従来の複素振幅変調と

波面重ね合わせ法では導波モード数が増加した場合であっても −60 dB以下のクロストークでの変
換が実現される．ここで，いずれの導波モード数に対しても，波面重ね合わせ法の方が従来の複素

振幅変調よりもクロストークが低いが，これは 5.4.1節で述べたように，波面重ね合わせ法の方が
強度変調のダイナミックレンジを有効に使えているためであると考えられる．一方で，位相のみの
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変調では 6モードファイバでは約 −30 dB，10モードファイバ以降では約 −10 dBと，導波モード
数が多くなるに従い急激に変換精度が低下する．次に，図 5.16 に同じく挿入損失についてまとめ
たグラフを示す．いずれの手法においても，導波モード数が多くなるに従い損失が徐々に増大する

傾向にあるが，波面重ね合わせ法では 6モードと 10モードとの間で大きく損失値が変動している．
これは，図 5.14(c)のように LP11 を目標とした変換において出力分布が大きく変化し，結果として

損失の増大を招いたと考えられる．しかし，15モードファイバに対しても，従来の複素振幅変調の
場合と比較して約 2.4 dB高効率な変換が実現されている．以上の結果から，波面重ね合わせ法は 3
手法の中で最も高精度に，かつ，比較的低損失でのモード変換が可能であることが示された．なお，

今回は 15モードまでを対象に解析を行ったが，それ以降に対しても，導波モード数の増加に従い波
面重ね合わせ状態の導出過程で差し引かれるによる成分が増加することから，変換性能は従来の複

素振幅変調による変換に近づいていくことが考えられる．しかし，式 (5.7)において k → ∞とした
ときにようやく従来法と同様に変換目標のみを出力することとなるため，どれほど多くの空間モー

ドを多重伝送に利用しようとも，従来法を下回るような性能にはならないと考えられる．

図 5.14 ファイバの導波モード数に対する変換後の強度分布の比較（変換

目標：LP11o）．(a)位相変調のみ，(b)従来の複素振幅変調，(c)波面重ね合
わせ法による複素振幅変調
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図 5.15 ファイバごとの全変換目標に対する最大クロストーク．導波モー

ド数が 3の場合はいずれの手法においてもクロストークは −100 dB以下で
ある

図 5.16 ファイバごとの全変換目標に対する最大の挿入損失

5.5 原理実証実験

5.5.1 実験概要

前節において数値解析による原理実証を行ったが，本節では実験により改めて性能を評価した．

変換目標は 10モードファイバの各導波モードとし，位相変調のみによる場合と従来の複素振幅変調
を与えた場合についても実験を行い変換性能を比較した．本実験では，入力ビーム径が固定である

ため，PSLMに与える分布の拡大率を変換目標毎に変化させることで入力ビーム径を最適化した場
合と同じ状況での実験を行った．複素振幅分布の変調方式は二重位相ホログラムとし，変調パター

ンに傾斜位相を付加して変調光と不要 0次光（4.4節参照）との間に角度差を与えることで，空間
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フィルタにより不要 0次光を除去 [6]した．また，ピクセルマッチングや光学収差の補償などにつ
いては 4.5節と同様に行った．変換性能の評価についても，4.5節と同様にクロストークと挿入損失
を算出することで行った．以下には評価指標である結合効率 ηn，クロストーク Xn，挿入損失 L の

算出式 (4.3)，(4.4)，(4.6)を再掲する．

ηn =

�����∑
x

∑
y

Econv(x, y) · Pn(x, y)
�����2

Xn =
ηt
ηn

(t , n)

L =
Pin

ηtPconv

ここで，Econv(x, y)，Pn(x, y)はそれぞれ変換後の光波と n番目の導波モードの複素振幅分布であり，

各複素振幅分布は強度分布の総和が 1になるように規格化されている．さらに，添え字 tは変換目
標を表し，Pin と Pconv はそれぞれ実光学系上で取得した入力光と変調後の光波の光パワーである．

5.5.2 実験光学系

実験のための光学系を図 5.17に示す．光源には波長 532 nmの CWレーザ（DPSS）を用い，レー
ザ光を SMFへと結合することで基本モードを得た．ここで，4.5節と同様，光源の波長は実験の簡
単のために 532 nmを用いた．SMFから出射した基本モードを有する光波は対物レンズ（OL）に
より直径約 1.2 mmでコリメートされ，半波長板（HWP1）と偏光ビームスプリッタ（PBS），ビー
ムスプリッタ（BS1）を通過して PSLM（phase-type spatial light modulator）を照射する．ここで，
HWP1で偏光方位を回転させることにより PBSの分岐比を制御することができる．PSLMに表示
する画像については，2π の位相変調を与える階調値が仕様により 157と与えられているため，グ
レースケール値をこれに合わせて設定した．また，変調パターンには不要 0次光を回避するために
傾斜位相が付加されている．このとき，図 5.18に示すように，与える傾斜位相パターンの折り返し
の刻みによって傾斜角は変化し，傾斜角が大きいほど不要 0次光との区別は容易だが出力される強
度が低下する．本実験では，出力として得る空間モードの空間スペクトル幅は十分に狭く，折り返

しの刻みが 8ピクセル程度であっても十分にフィルタリングが可能であることから，x 軸，y 軸と

もに 8ピクセル刻みの傾斜位相パターンを付与し，PSLMを傾けて変調光が光軸上に現れるように
した．PSLMによる位相変調を受けた光波は BS1を反射し，2枚のレンズ（L1，L2）からなるリ
レー光学系を介して CCDに導かれる．このリレー光学系は PSLMの液晶表面が CCDの素子表面
に結像するような配置となっている．PSLMと CCDを結像するレンズの間に設置されている光彩
絞り（Iris）は，不要 0 次光を排除するとともに，二重位相ホログラムから生じる不要な回折光を
除去するために用いられる．一方で，PBSを反射した光波は波面計測の際の参照光として用いるた
め，HWP2で偏光方位を 90◦ 回すことで変調後の光波との偏波面を一致させた．その後，ビームエ
キスパンダ（BE）によりビーム径を十分に広げられた後に BS2を反射し，CCD上で変調後の光波
と干渉させた．このときの入射角には変調後の光波の入射角に対して x 軸，y 軸ともに 3◦ 程度の傾
斜を与えることで干渉縞を生成し，CCDで取得した干渉縞の強度分布からフーリエ変換法により変
調後の波面を計測した．

挿入損失を評価するために必要となる入力光と変換後の光波の光パワーについては，それぞれ図

4.14中の丸印をつけた箇所で測定した．また，本実験系においても 4.5節と同様，光源と SMFの
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接続は自由空間上で行われており，大気揺らぎなどの影響により SMFへの結合効率が時間的に揺
らいでいるため，測定される光パワーの値は 10%程度の揺らぎを有していることから，損失値につ
いては厳密な値ではないことに注意されたい．

図 5.17 波面重ね合わせ法の原理実証のための実験光学系．SMF：single-
mode fiber，L：lens，M：mirror，OL：objective lens，HWP：half-wave plate，BS：
beam splitter，PBS：polarizing BS，PSLM：phase-type spatial light modulator，
CCD：charge-coupled device
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図 5.18 変調パターンに与える傾斜位相パターンの折り返し周期と空間周

波数面における不要 0次光との距離の関係

5.5.3 実験結果

図 5.19に各手法によって変調された光波の複素振幅分布を示す．図 5.19(a)に示す位相変調のみ
の結果については，位相分布の境界部分で強度が欠落している以外は入力光の強度分布を維持して

いる．また，5.19(b)に示す従来の複素振幅変調による出力は，高い精度で空間モードの波面を再生
していることが分かる．一方で，図 5.19(c)に示す波面重ね合わせ法の出力分布は変換目標に応じ
て分布の傾向が異なっている．LP01，LP21e，LP21o，LP31e，LP31o の 5つについては，位相変調の
みを与えた場合の結果とほとんど変化が見られない．これらの空間モードについては，位相分布の

変調のみを与えた状態が既に他の導波モードと直交しており，(5.7)の過程で差し引かれる空間モー
ド成分が存在しない．そのため，位相変調のみの場合と波面重ね合わせ法とでは同様の波面が出力

として得られる．それ以外の導波モードを変換目標としたときにの結果ついては，図 5.19(a)およ
び 5.19(b)のいずれとも一致していない．しかし，得られた波面について導波モードに結合する成
分のみを抽出することで 10モードファイバへの結合をシミュレートした結果，図 5.19(d)に示すよ
うに変換目標成分のみが得られていることが確認された．
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図 5.19 計測された複素振幅分布．(a)位相変調のみ，(b)従来の複素振幅
変調，(c)波面重ね合わせ法による複素振幅変調，(d)(c)の結果に対して導
波モード成分のみを抽出した結果

続いて，全変換目標に対して生じたクロストークと挿入損失を評価した結果について述べる．ま

ず，図 5.20に変換目標毎に生じたクロストークの最大値を示す．位相変調のみの場合は複数の変換
目標において大きなクロストークを生じているが，従来の複素振幅変調と波面重ね合わせ法では全

変換目標に対して −20 dB以下のクロストークでの変換が実現された．しかし数値解析の結果（図
5.9）と比べると大きなクロストークが生じているが，この原因については入力光が理想的なガウシ
アン分布となっていないことや，変調や計測の不完全性など，実験的な要因が考えられる．次に，

図 5.21に示す変換目標に対する挿入損失を示すより，LP01，LP21e，LP21o，LP31e，LP31o の 5つ
の空間モードについては位相変調のみの場合と波面重ね合わせ法で同等の値が得られた．これは，

先述した通り，これらの空間モードについては出力される波面が同一となるためである．それ以外

の空間モードについては，位相変調のみの場合が最も効率的であるが，図 5.20 より大きなクロス
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トークを生じた．波面重ね合わせ法では，いずれの変換目標に対しても従来の複素振幅変調よりも

効率的な変換が実現されており，その差は平均で約 2.8 dBであった．また，挿入損失についても数
値解析の結果（5.10）と比較すると，数値解析では 0 10 dB程度に対して実験では 8 16 dBと大幅
に異なっている．これは，数値解析では吸収や端面反射などによる損失を考慮していないだけでな

く，入出力パワーの計測位置間に数値解析では考慮していない BSが挿入されていることと，不要
0次光を排除するために変調パターンに傾斜位相を付加していることが原因となっている．そこで，
図 5.18に示す傾斜位相のみを PSLMに与えたときの入出力パワー比 8.53 dBを各結果から差し引
くと数値解析結果とよく一致することが分かる．以上の結果より，波面重ね合わせ法によりクロス

トークの悪化を伴うことなく従来の複素振幅変調よりも高効率な空間モード変換が可能であること

が確認された．

図 5.20 各変換目標に対するクロストークの最大値

図 5.21 各変換目標に対する挿入損失
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5.6 まとめ

本章では，空間モード間の波面の重ね合わせの結果生じる空間的な波形変化を利用した空間モー

ド変換理論である波面重ね合わせ法を提案した．まず，波面重ね合わせ状態が目標とする成分を従

来の限界よりも多く含み得る理屈について簡単なモデルを用いて説明した．そして，波面重ね合わ

せ状態の導出法について解説し，数値解析により提案手法の効果を確認した．その後，実験による

原理実証を通じて提案手法を導入することにより変換目標の波面を再生する従来方式よりも高効率

な空間モード変換が実現可能であることを実証した．

なお，本章では波面重ね合わせ法をモード変換へと適用した場合についてのみ取り扱ったが，基

底間の重ね合わせによる波形変化が波面変調の高効率化に寄与し得るという波面重ね合わせ法の基

本的な考え方は空間モード以外の基底系においても有効であると考えられる．例えば，基底として

空間周波数を選択した場合は，該当するフィルタはレンズとピンホールによって構成される一般的

な光学空間フィルタである．この場合に波面重ね合わせ法を適用することで，最終的に出力される

空間周波数成分に制限がかかるものの，光利用効率の向上が期待できる．
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6 反復空間クロスモジュレーションの
空間モード変換への適用

6.1 はじめに

前章までは，位相板や計算機合成ホログラム，デュアルフェーズモジュレーションなど，1 ス
テップでの波面変調による空間モード変換について議論してきた．これらの波面変調手法に対し

て，空間クロスモジュレーション（spatial cross modulation：SCM）[1]は位相変調型空間光変調器
（phase-type spatial light modulator：PSLM）とランダム拡散板による位相分布の変調を直列で与え
る 2 ステップの波面変調技術である．SCM は光学系を構成する要素が全て位相変調素子であり，
強度分布の変調に空間的な減衰を必要としないことから，極めて高い光利用効率での波面変調が可

能であるが，図 6.1に示すように，高い変調精度を実現するためには再生場の解像度に対して十分
高い変調解像度が必要となる．そこで，PSLMに与える分布を導出する過程に反復計算を導入する
ことで，比較的低い変調解像度からでも高い変調精度を実現する反復 SCM（iterative SCM：ISCM）
が提案されている [2]．しかし，ISCMでは PSLMに照射される入力光は均一な強度分布を有した
平面波が前提となっており，基本モードを有した光波が入力光となる空間モード変換では十分な精

度が得られない．

本章では，ISCMを空間モード変換へと導入するために，平面波以外の入力に対しても反復計算
による効果が得られるように拘束条件を改良した反復計算アルゴリズムを提案する．以下では，従

来の反復計算アルゴリズムについて動作原理を説明し，入力光を平面波に制限している要因を考察

する．その後，提案アルゴリズムについて原理を説明し，数値解析によりアルゴリズム改良の効果

を評価する．最後に，提案アルゴリズムを導入した ISCMによる空間モード変換について実験を行
い，従来のアルゴリズムと性能を比較することにより提案アルゴリズムの優位性を示す．

図 6.1 SCMによる再生強度分布と変調解像度
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6.2 反復空間クロスモジュレーション

図 6.2 に Qi らによって提案された従来の反復計算アルゴリズムの動作フローを示す．まず最初
に所望とする強度および位相分布の周囲にダミーの計算領域を設ける (i)．その後，2次元フーリエ
変換を行い，拡散板の位相透過関数を乗じて再度 2次元フーリエ変換を行う (ii)．このとき図中の
PSLM面には所望とする光波が拡散された状態が得られる．ここで，PSLM面における拘束条件と
して，強度分布を均一化する (iii)．その後，位相分布の符号を反転することで位相共役状態を生成
し，拡散過程を逆方向に辿る計算を行う (iv)．このとき物体面の中心部分には所望とする波面が再
生されるが，完全に均一ではない拡散強度を均一化したことにより完全な位相共役過程となってい

ないことから，低精度な再生像が得られる．そこで，物体面における拘束条件として，この再生像

の画像領域のみを所望とする分布で置き換える (v)．ダミー領域は強度，位相ともに再生像に生じた
ノイズを保持しており，この領域が最適化の自由度を与えることとなる．以上の (ii)から (v)の過
程を繰り返すことにより，PSLM面に均一な強度分布を有する光波が入力したときに物体面の画像
領域が所望とする波面を与えるように PSLM面の位相分布，物体面のダミー領域の波面が最適化さ
れていく．

図 6.2 従来の反復計算アルゴリズムの動作フロー

図 6.3に示すように，反復計算の回数増加に応じて再生波面と SLM面の強度分布はいずれも拘束
条件として与えたものに近づいていることが分かる．反復の効果は早い段階から現れており，30回
程度の反復で十分高精度な変調が実現できる．これは，類似する G–S（Gerchberg–Saxton）アルゴ
リズム [3]による位相推定などでは，初期状態としてランダムな分布を与えることが多いが，ISCM
では初期状態の時点ですでにある程度所望とする結果に近い出力が得られることから，解の収束が

早くなっていると考えられる．しかしながら，30回の反復によって得られた位相分布にガウシアン



6.2 反復空間クロスモジュレーション 91

分布の強度を有する光波が入力したときの再生像は図 6.4に示すように，反復を行わなかった場合
とほとんど変わらない．空間モード変換では入力光は基本モードを有していることから，ISCMを
空間モード変換へと適用しても反復計算による効果が得られず低精度な変換となってしまう．

図 6.3 物体面画像領域の波面と PSLM面の強度分布の収束の様子

図 6.4 ガウシアン分布の強度が入力したときの再生像．(a) SCM（反復計
算なし），(b) 30回の反復計算による ISCM

6.2.1 任意の入力強度分布に適応した反復計算アルゴリズム

先で述べたように，ISCMは精度と効率の両立が可能な高いポテンシャルを有した波面変調法で
あるといえる．ただし，平面波が入力することが前提となっており，ガウシアンビームが入力する

と精度が著しく低下してしまう．従来においても理想的な平面波を入力光として用意することは難



92 第 6章 反復空間クロスモジュレーションの空間モード変換への適用

しく，レーザ光源やシングルモードファイバ（single-mode fiber：SMF）から出射するガウシアン
ビームを PSLMの変調領域に対して十分に拡大し，その中央部分の強度分布が比較的均一な領域を
抽出することで擬似的な平面波を獲得してきた．空間モード変換においても入力光は SMFから生
じるため，この方法は適用可能であるが，光波の一部分のみを利用することから大きな損失を生じ

ることとなる．したがって，ISCMでは，現実的には効率と精度の両立が困難であるといえる．そ
こで，本章では，図 6.5に示すような新たな反復計算アルゴリズムを提案する．基本的な動作は図
6.2と同様であるが，PSLM面における拘束条件について，従来では強度分布を均一化していたと
ころを入力光の強度分布で置き換えるように変更している．この変更により，指定した強度分布を

有する光波が入力してきたときに所望の波面が出力として得られるように最適化が進行していく．

このアルゴリズムを適用するためには事前に入力光の強度分布を把握しておく必要があるが，空

間モード変換の場合は SMFのコア径や光源波長，コリメートレンズの焦点距離など光学系のパラ
メータから入力強度分布を算出することが可能である．また，撮像素子などにより入力光強度分布

を事前に取得することができれば，ガウシアンビームだけでなく任意の入力条件に適用することが

可能であり，図 6.6に示すように，反復計算の回数増加に従って PSLM面の強度分布が設定した強
度分布へと収束していく．

図 6.5 提案する反復計算アルゴリズムの動作フロー
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図 6.6 任意の画像を入力強度分布としたときの収束の様子

6.3 特性解析

6.3.1 変調性能の入力ビーム径依存性

先述したように，提案アルゴリズムを ISCMに導入することにより，任意の入力強度分布に対し
て高精度な変調が可能となる．しかしながら，ガウシアンビームが入力するとき，ビーム径が変調

領域に対して極端に小さい場合は，PSLMの変調自由度が十分に使用されなくなり変調精度が低下
する可能性がある．そこで，本節では，入力ビーム径を変数としたときの変調性能の変化を数値解

析により評価する．解析モデルを図 6.7に，解析パラメータを表 6.1に示す．ここで，PSLMは理
想的な変調を与えるものと仮定し，位相変調量に対する量子化は行わず，解析領域と同じ解像度で

の変調を与えるものとした．所望とする強度および位相分布としては，図 6.8に示す標準画像をそ
れぞれ用いた．ランダム拡散板については，C 言語の標準ライブラリ関数である rand 関数を用い
て，区間 [0, 2π]の一様乱数による位相変調を与えるものとした．入力ビーム径はピーク強度の 1/e2

となる半径 ω を PSLMの変調領域幅の半分 NxDx/2で規格化することにより，規格化入力ビーム
径 ωst を定義し，0.1から 3.0まで 0.1刻みで変化させた．
変調性能は強度および位相分布として与えた画像に対する PSNR（peak signal-to-noise ratio）と
光利用効率によって評価した．PSNRは以下の式によって求められる．

PSNR = 10 log10

©­­­­­­«
max [O(m, n)]2

1
NpxNpy

Npx−1∑
m=0

Npy−1∑
n=0

|R(m, n) − O(m, n)|2

ª®®®®®®¬
(6.1)

ここで，O(m, n)は元画像，R(m, n)は再生された画像の強度および位相分布である．光利用効率に
ついては，入力光パワー Pin と出力光パワー Pout の比によって以下のように定義する．

η = 10 log10

(
Pout

Pin

)
(6.2)

ここで，ピーク強度 I0，ビーム半径 ωのガウシアンビームの強度分布

Iin(x, y) = I0 exp
[
−2(x2 + y2)

ω2

]
(6.3)
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について，ガウス積分の公式 ∫ ∞

−∞
exp

(
−ax2

)
dx =

√
π

a
(6.4)

を適用すると，強度の積分値，すなわち入力光パワーは

Pin =
1
2
πI0ω

2 (6.5)

と得られる．さらに，出力面における画像領域中の強度の総和に解析グリッドの面積を乗じた値よ

り，出力光パワーを

Pout =

Nx/2+Npx/2−1∑
m=Nx/2−Npx/2

Ny/2+Npy/2−1∑
n=Ny/2−Npy/2

Iout(m, n)DxDy (6.6)

と求め，これらの値を式 (6.2)に代入することにより光利用効率を求めた．
解析結果を図 6.9に示す．まず，光利用効率については，ωst = 0.4で一度極小値を取った後に上
昇し，ωst = 1.1で最大値を取っている．その後は変調領域を照射する成分が減少することから，光
利用効率は継続的に低下している．ωst = 0.1で光利用効率が −6 dBとなっている理由としては，図
6.10(a)に示すように，入力ビーム径が極端に小さい場合においては全く再生像が得られず，強度が
解析領域全体に拡散しているためである．その後，ビーム径が大きくなるにつれて，一度画像領域

の強度が低下していき，ωst = 0.5を超えたあたりから所望の強度分布が画像領域に現れ始める．図
6.10と照らし合わせて見ると，ωst = 0.5以降は PSNRが急激に向上するとともに，画像領域の強
度も上昇する．この結果より，提案アルゴリズムを ISCMに適用した場合，比較的少ない変調自由
度からでも所望の出力波面を得ることができるが，自由度を十分に使えているときと比べると高い

効率は望めないといえる．そして，ωst = 1.1では光利用効率が最大となり，PSNRの向上もほぼ平
坦域に達していることから，提案アルゴリズムでは変調領域のサイズに対して約 1.1倍のビーム径
を有するガウシアンビームを入力光とすることで，効率と精度の両面で変調性能を最大化すること

がわかる．

図 6.7 数値解析モデル
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表 6.1 入力ビーム径依存性を評価するための解析パラメータ

Wavelength 532 nm
Normalized input beam radius, ωst 0.1–3.0
Grid number, Nx × Ny 512 × 512
Resolution of image area, Npx × Npy 256 × 256
Resolution of diffuser 512 × 512
Phase modulation level of diffuser 256
Number of iteration 30

図 6.8 所望とする強度および位相分布

図 6.9 変調性能の入力ビーム径依存性
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図 6.10 入力ビーム径と変調後の強度分布の関係．(a) 物体面における強
度分布，(b)画像領域を抽出した画像．(a)の橙点線は画像領域とダミー領
域の境界を表す

6.3.2 空間モード変換性能のダミー領域サイズ依存性

先の解析では出力波面として二次元画像を利用していたが，空間モード変換では所望とする出力

波面は空間モードである．空間モードは極端に高次のもの以外は光軸近傍に強度が集中しているこ

とから，解析領域中にダミー領域が占める割合が大きくなったとしても変換性能に大きな影響は与

えないと考えられる．そこで，続いては，画像領域の解像度を 256×256 から変化させた際の空間
モード変換性能を数値解析により評価する．解析パラメータを表 6.2に示す．なお，表 6.2に示さ
れていないものについては，表 6.1 と同様である．変換目標は 6 モードファイバ中の LP11e とし，

各導波モードの複素振幅分布はコア径 12 µm，規格化周波数 5.02（λ = 1550 nm）の二乗分布屈折
率ファイバを想定して算出した．解析領域に対するダミー領域の割合は 25%，50%，75%とし，そ
れぞれの場合について反復回数に対する変換性能の変化を評価した．変換性能については，前章ま

での解析と同様，変調後の光波の各導波モードに対する結合効率を算出することにより評価した．

解析結果を図 6.11に示す．図 6.11より，いずれの場合においても反復回数の増加に従いクロス
トーク成分は減少しているが，その勾配をみるとダミー領域の割合が小さい方が反復計算の効果が

大きく現れることがわかる．また，変換目標に対する結合効率も僅かに変化している．反復 30回
の場合について，ダミー領域の割合が 25%のときでは −4.1 dBであったのに対し，75%では −2.6
dBと，約 1.5 dBの差が生じている．以上より，ダミー領域の割合を大きく取ることにより，効率
と精度の両方を向上することができることがわかった．ただし，ダミー領域を過剰にとると，空間

モードの外周部の強度が欠落する，ダミー領域に拡散したノイズが変換目標以外の導波モードに結

合してクロストークを生じるなどが考えられるため，注意が必要である．

表 6.2 ダミー領域サイズ依存性を評価するための解析パラメータ

Wavelength 1550 nm
Normalized input beam radius, ωst 1.0
Dummy area rate, Npx × Npy/Nx × Ny 0.25, 0.50, 0.75
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図 6.11 ダミー領域サイズに対する反復計算の効果比較

6.4 原理実証実験

6.4.1 実験概要

本実験では，提案するアルゴリズムを導入することにより ISCMによる空間モード変換の精度が
向上することを確認する．変換目標は 6モードファイバの各導波モードとし，従来のアルゴリズム
によって導出した変調を与えた場合とで変換性能を比較した．反復計算の回数は，6.2 節で 30 回
程度で十分であることが分かっているが，いずれのアルゴリズムに対しても余裕を持たせて 50回
とした．拡散板には C言語標準ライブラリ関数である rand関数を用いて生成した擬似乱数による
図 6.12に示すようなランダムパターンを利用した．なお，ISCMでは解析と実光学系とで同一の位
相変調を与える拡散板を使用する必要があるが，ここでは解析で用いた位相変調分布を PSLM に
表示することにより光学拡散板の代用とした．また，本章の実験では乱数を利用することから，拡

散板を無作為に 50枚生成し，実験結果を統計的に評価することで実験結果の平均値の区間推定を
行った．

変換性能の評価については，前章までの実験と同様にクロストークと挿入損失を算出することで

行った．以下には評価指標である結合効率 ηn，クロストーク Xn，挿入損失 L の算出式 (4.3)，(4.4)，
(4.6)を再掲する．

ηn =

�����∑
x

∑
y

Econv(x, y) · Pn(x, y)
�����2

Xn =
ηt
ηn

(t , n)

L =
Pin

ηtPconv
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図 6.12 実験に用いた拡散板プロファイル

6.4.2 実験光学系

本実験に用いた光学系を図 6.13に示す．光源には，前章までの実験と同様，波長 532 nmの CW
レーザ（DPSS）を利用し，レーザ光を SMFに結合することで基本モードを得た．SMF出射光は対
物レンズ（OL）により直径約 1.2 mmでコリメートし，半波長板（HWP1）と偏光ビームスプリッタ
（PBS），ビームスプリッタ（BS1）を通過して PSLM1を照射する．PSLM1には反復計算によって
最適化された位相変調パターンが表示され，変調を受けた光波は BS1を反射した後にレンズ（L1）
による光学フーリエ変換を受けて PSLM2 を照射する．PSLM2 は反復計算に用いた拡散板の位相
変調分布が反映されている．ここで，各 PSLMに表示する画像については，2π の位相変調を与え
る階調値が仕様により PSLM1が 157，PSLM2が 87と与えられているため，グレースケール値を
これらに合わせて設定した．PSLM2 による位相変調を受けた光波は BS2 を反射し，L2 による光
学フーリエ変換を再度受けて CCDに導かれる．このとき，PSLM1から CCDまでの素子について
は，PSLM1の液晶表面が CCDの素子表面に結像するような配置となっており，そのフーリエ面に
PSLM2が配置されている．PBSを反射した光波については，波面計測の際の参照光として用いる
ため，HWP2で偏光方位を 90◦ 回すことで変調後の光波との偏波面を一致させた．その後，ビーム
エキスパンダ（BE）によりビーム径を十分に広げられた後に BS3を反射し，CCD上で変調後の光
波と干渉させた．このときの入射角には変調後の光波の入射角に対して x 軸，y 軸ともに 3◦ 程度の
傾斜を与えることで干渉縞を生成し，CCDで取得した干渉縞の強度分布からフーリエ変換法により
変調後の波面を計測した．挿入損失を評価するために必要となる入力光と変換後の光波の光パワー

については，それぞれ図 4.14中の丸印をつけた箇所で測定した．
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図 6.13 実験光学系

6.4.3 離散フーリエ変換と光学フーリエ変換の対応付け

前章までの実験では，PSLMや CCDは全て 4-f 光学系によって接続されていたが，本実験では 2
台の PSLMが配置される位置はフーリエ変換の関係となる．そのため，解析上で与える離散フーリ
エ変換と実光学系上の光学フーリエ変換とを対応付ける必要がある．

図 6.14に示すように，離散フーリエ変換を行うと元画像の最高空間周波数成分が解析領域の端に
現れる*1．実光学系上で PSLMが与える最高空間周波数成分とは，画素ピッチ dx の 2倍を周期と
する成分であるため，x 軸方向に対する伝搬角は

θmax = arcsin
(
λ

2dx

)
(6.7)

となる．すなわち，焦点距離 f のレンズで光学フーリエ変換を行う場合，最高空間周波数は光軸
から

∆xmax =
f λ

2dx
(6.8)

だけ離れた位置に現れる．したがって，離散フーリエ変換後の分布サイズは実光学系上では

Nxdf x =
f λ
dx

(6.9)

となることから，離散フーリエ変換後の解析グリッドの刻み幅 df x は

df x =
f λ

Nxdx
(6.10)

*1 PSLMの画素に対して N 倍にオーバーサンプリングしている場合，最高空間周波数成分は解析領域の端から 1/N の
位置に現れる
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と求められる*2．本実験では，両 PSLMともに画素ピッチは 20 µmであり，使用する光源の波長は
532 nmと固定されているため，PSLMの変調領域解像度を 133×133，レンズの焦点距離を 200 mm
とし，PSLM2には 2倍にオーバーサンプリングした拡散板の位相分布を与えることにより式 (6.10)
を満たす構成とした．また，前章までの実験と同様，PSLM1と CCDとの間は 3/4倍の縮小光学系
で接続しているため，PSLM1の 133×133画素は CCD上では 532×532画素に対応している．

図 6.14 (a)解析と (b)実光学系におけるフーリエ変換の対応関係

6.4.4 実験結果

まず，1枚目の拡散板を PSLM2に表示したときに得られた複素振幅分布を図 6.15に示す．各図
の右上の数値はそれぞれの結果に対して生じたクロストークの最大値である．図 6.15より，反復な
しの場合や従来のアルゴリズムによる反復を行った場合では，だが，提案アルゴリズムを導入した

場合であっても空間モードの分布の周囲に多くのノイズが発生しており，実際にクロストークの数

値を見ても，大幅な変調精度の改善は得られなかった．次に，全変換目標に対して，1枚目の拡散
板を PSLM2 に表示したときの結合効率および入出力パワーから算出した挿入損失を図 6.16 に示
す．挿入損失については，反復計算なしの場合が最も低く，反復計算を行った場合では提案するア

ルゴリズムの方が若干高いという結果が得られた．これは，反復計算による最適化が進行するに従

い，画像領域中の忠実度をあげるために不要な成分がダミー領域に流出するためである．そのため，

反復計算なしの場合が最も低損失となり，入力光強度分布を考慮している提案アルゴリズムが一番

高損失となっている．なお，今回の実験系ではビームの経路を切り替えるためにビームスプリッタ

を数多く用いているため，ISCMにとって本質的ではない損失が多く生じている．これらの損失は
透過型の SLMを用いるか，図 4.2のようにビームスプリッタを用いない構成をとることにより解
消することができるため，挿入損失については図 6.16に示したものより 15（ビームスプリッタを
経由する回数 ×3）dBは低減することが可能である．次に，50枚の拡散板によって得られた全結果
から求めた最大クロストークの平均値とその推定区間を図 6.17に示す．クロストークについては，
反復なしの場合と従来のアルゴリズムとの間にはほとんど変化がなく，提案するアルゴリズムが最

も低いという結果が得られた．しかしながら，LP11e など平均値の推定区間が他の手法と重なって

*2 ゼロパディング処理を行っている場合は，Nx はパディング後のグリッド数となる



6.4 原理実証実験 101

いるものもあり，有意な結果が得られたとは言い難い．数値解析では提案アルゴリズムと従来のア

ルゴリズムとの間に数 10 dBと大幅な差が生じるため，今回の実験では十分な結果が得られなかっ
たことになる．

精度が理論値を大幅に下回った要因としては，アライメントエラーなど実光学系上における実験

的な要因と，実光学系と解析との条件の不一致などが主に考えられる．まず，実験的な要因につい

ては，PSLM のアライメントエラーが最大の要因として考えられる．ISCM では PSLM と拡散板
（本実験では PSLM2）とがフーリエ面の関係にある必要があるため，面方向だけでなく，光軸方向
に対しても正確な位置調整が必要となる．また，今回の実験では，PSLM1に対するフーリエ面に
PSLM2があり，第 5章のように傾斜位相を付加して不要 0次光を排除することができないことも
変換精度低下の一因と考えられる．提案するアルゴリズムでは入力光の強度分布を利用することか

ら，撮像素子を用いて事前に取得するか，光学系のパラメータから推定する必要がある．加えて，

今回の実験では，変調領域の中心と入力光の中心が一致している保証がなかったため，CCDによっ
て取得した入力光の強度分布に対してガウシアンフィッティングを行うことで入力光の中心座標お

よびビーム径を推定した．そのため，実際に PSLM1に照射されている光波と解析で利用した強度
分布との間には少なからず差が生じ，結果として変調精度を低下させていることが考えられる．ま

た，解析では 2次元フーリエ変換は離散的に取り扱われるため，実光学系上では生じないスペクト
ルの折り返しが生じることから，境界条件の設定などにより解析をより正確なものにしていく必要

がある．

図 6.15 変調後の複素振幅分布．(a)反復計算なし，(b)従来のアルゴリズ
ムによる 50回反復，(c)提案するアルゴリズムによる 50回反復
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図 6.16 各変換目標に対する挿入損失

図 6.17 各変換目標に対する最大クロストークの推定値．エラーバーは標

準誤差を表す

6.5 まとめ

本章では，高効率かつ高精度な波面変調が可能な ISCM を空間モード変換へと適用する取り組
みについて述べた．まず最初に，基本モードを有した光波が入力する空間モード変換へと適用する

にあたり，適切な拘束条件を与えるように反復計算アルゴリズムを改良した．実験では，6モード
ファイバの各導波モードを目標とした空間モード変換を行い，反復なしの場合，従来のアルゴリズ

ムおよび提案アルゴリズムによる反復計算を行った場合とでそれぞれ結果を比較した．実験の結果

は，期待された精度の向上が有意には確認されなかったため，今後は光学系の調整や，解析と実光

学系との条件を合わせていく作業が必要不可欠である．

ISCM による空間モード制御の今後の展開については，数モードファイバから出射するモード
多重信号の分離装置としての評価を行う．計算機合成ホログラムや第 4 章で取り扱ったデュアル
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フェーズモジュレーションなどは空間的に減衰を与えることで強度分布の変調を実現するため，変

換器そのものがユニタリに動作しない．すなわち，高次の空間モードが入力したときに基本モード

に戻ることはないため，モード分離器としての動作は期待できない．一方で，ISCMでは，ダミー
領域に分布する光波が損失を生じるものの，ユニタリに近い構成であるため逆過程が成立し，分離

器として動作させることも可能である．反復計算に分離過程を想定したアルゴリズムを導入するこ

とで分離器としての性能向上が見込まれる．また，今回は平坦な位相分布を有する光波が入力する

場合を想定しているが，収差補正の考え方を応用して，変調画像から入力位相分布差し引くことで

任意の波面を有する光波からまた別の任意の波面を有する光波へと変換が可能である．これは高次

モード間の変換に使えるから，ノード技術への展開もまた期待できる．
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7 結論と今後の課題

光ファイバ通信における伝送容量の拡大に向けて，信号の多重化に空間の自由度が新たに採用さ

れることが濃厚となっていることから，光波を空間的に制御する技術の光通信における役割は今後

も増していくと考えられる．空間分割多重伝送を実現するために必要不可欠な空間モード変換技術

については，自由度の高さから以前より自由空間上で光波面制御を与える方式が着目されてきたが，

精度と効率の両立が難しいことが課題となっていた．そこで，本研究では，これまで空間モード変

換へと取り入れられてこなかった比較的新しい光波面制御技術の導入やその改良により，光波面制

御に基づく空間モード変換技術の性能向上に取り組んだ．以下に各章のまとめと今後の課題につい

て述べる．

第 2章では，次世代大容量光通信システムの根幹を担う多重化技術として期待されている空間分
割多重（space-division multiplexing：SDM）伝送について，複数検討されている伝送形態それぞれ
の概要と特徴を述べた．そして，SDM伝送の実現に必要不可欠ないくつかの要素技術を挙げ，中で
も空間モードによる多重伝送の根幹をなすモード合分波器を構築するための空間モード変換技術に

ついて，要求される性能の観点から各手法の特徴を述べた．

第 3章では，まず，本論文で取り扱う光波面制御技術を理解する上で基礎となる光複素振幅につ
いてその概念と数学的表現が持つ物理的意味を説明した．そして，光複素振幅の計測技術として，

位相シフトディジタルホログラフィ，フーリエ変換法，フーリエ反復位相回復法についてそれぞれ動

作原理と特徴を述べた．同様にして，光複素振幅の変調技術について，代表的な手法として軸外計

算機合成ホログラムと二重位相ホログラム，そして本論文で取り扱うデュアルフェーズモジュレー

ション（dual-phase modulation：DPM）と空間クロスモジュレーション（spatial cross modulation：
SCM）について述べた．
第 4章では，精度の高さを特徴とする DPMを空間モード変換へと適用する取り組みについて述
べた．まず，DPMを空間モード変換へと応用するにあたり，SLMに反映する変調パターンの改良
を行った．その後，入力ビーム径や変調解像度に関する特性を解析することで，DPMによる空間
モード変換に要求される光学系の構成条件を明らかにした．数値解析で得られた結果より，DPM
に要求される面方向解像度および変調深さはフォトリソグラフィによって製造される位相マスク

でも十分に実現可能な範囲にあることがわかったため，スタティックな位相マスクの並列配置に

より，LCOSを利用するよりも安価に DPMの実現が期待できる．さらに，空間光変調器（spatial
light modulator：SLM）から生じる不要 0次光の性質と変調に与える影響を述べ，DPM特有の不要
0次光低減効果について実験を通じて実証した．最後に空間モード変換に関する実験を行い，DPM
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と従来手法とで結果を比較することで提案手法の優位性を実証した．

第 5 章では，空間モード間の波面の重ね合わせの結果生じる空間的な波形変化を利用した空間
モード変換理論である波面重ね合わせ法を提案した．まず，波面重ね合わせ状態が目標とする成分

を従来の限界よりも多く含み得る理屈について簡単なモデルを用いて説明した．そして，波面重ね

合わせ状態の導出法について解説し，数値解析により提案手法の効果を確認した．その後，実験に

よる原理実証を通じて提案手法を導入することにより変換目標の波面を再生する従来方式よりも高

効率な空間モード変換が実現可能であることを実証した．

第 6章では，高効率な波面変調が可能な反復空間クロスモジュレーション（iterative SCM：ISCM）
を空間モード変換へと適用する取り組みについて述べた．まず最初に，基本モードを有した光波が

入力する空間モード変換へと ISCM を適用するにあたり，適切な拘束条件を与えるように反復計
算アルゴリズムを改良した．実験では，6モードファイバの各導波モードを目標とした空間モード
変換を行い，反復なしの場合，従来のアルゴリズムおよび提案アルゴリズムによる反復計算を行っ

た場合とでそれぞれ結果を比較した．実験の結果は，期待された精度の向上が有意には確認されな

かったため，今後は光学系の調整や，解析と実光学系との条件を合わせていく作業が必要不可欠で

ある．

なお，本論文で取り扱った空間モード変換技術は，モード分割多重伝送におけるモード合波器の

要素となる技術であるため，複数の変換された光波を 1本の数モードファイバに結合する合波機構
が別途必要となる．現行では，位相板などによって変換された光波をハーフミラーなどのビームコ

ンバイナで合波する構成が一般的であるが，この構成では合波のたびに 3 dBの損失を生じるため，
モード数 M の合波器を構築した際には最低でも 10 log10 M (dB)の損失を生じることとなる．この
損失は平面光波回路やMPLC（multi-plane light conversion）によるモード合分波器と比較したとき
に大きなデメリットとなることから，今後 SDM 伝送に提案手法を導入を検討するにあたっては，
低損失な合波技術の確立が必要不可欠である．

最後に，本研究で得られた知見が光波面制御ならびに空間分割多重伝送に関連する技術の発展の

一助となれば幸いである．
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